東ドイツにおける消費生活の変化-ウルブリヒト時代- by 斎藤,晢
東ドイツにおける消費生活の変化
一ウルブリヒト時代一
斎　藤
　　　　　　　　　目　　次
はじめに一本稿の課題
第1章SED／DDRの消費政策一ウルブリヒト時代
第2章　消費生活の実情とその認知
第3章　消費生活と女性
おわりに
?
はじめに一本稿の課題
　L　20世紀の資本主義社会を特徴づける現象の一つが「消費社会」の発展
にあったということには，誰しも異存はないであろう。そしてそれはまた，
「アメリカ式生活様式」あるいはまた社会の「アメリカ化」などとも呼ばれ
るように，20世紀のアメリカ社会のありように強く影響されていた。いう
までもなく，20世紀初め以来，アメリカでは大企業の活発な活動によって，
主として中産階級を主要な担い手としながら，消費社会の著しい発展がみら
れた。他方，西ヨーロッパでは，戦間期そして第2次世界大戦戦後も表面的
にはアメリカ社会を後追いする形で，消費社会の拡大がみられた。確かにそ
こには一例えばヴァイマル時代のドイツがそうであったように一しばし
ば社会の「アメリカ化」に対する反発やいらだちもみられたことは否定でき
ない。しかし，西ヨーロッパにおける経済活動の基本が資本主義的な企業の
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活動にあり，その成果を大衆的な規模で享受したのが都市の中産階級であっ
てみれば，「アメリカ化」に対する反発やいらだちが大きく拡がり，やがて
は消費社会そのものを破壊していくなどということはあり得なかったであろ
う。
　さて，第2次世界大戦後，ソ連をモデルとした現代社会主義のシステム（1）
はドイツの東半分以東に大きく拡がった。だが周知の通り，現代社会主義の
基礎は決して強固ではなく，それが1991年末のソ連の消滅を最後としてす
べて崩壊してしまうまでの間，程度の差こそあれ，どこの国でも社会主義の
システムは国民の厳しい批判や抗議を浴びることになった。1953年に東ド
イツで起きた6月17日事件，1956年秋のハンガリー動乱，1968年のチェコ
スロヴァキアでの変革の試み「プラハの春」，1980年代のポーランドにおけ
る「連帯」の運動等，現代社会主義のシステムに対する国民による抗議の例
は枚挙のいとまもない。このような状態に対して社会主義国の政権（党）が
執った措置は，弾圧のような物理的な手段を別とすれば，何よりも国民の消
費生活を向上させることであった。例えば，ドイツ民主共和国（東ドイツ，
DDR）の政権党である社会主義統一党（SED）政治局は，1958年10月末
に，一人当たりの消費物資の使用量について「西ドイツに追いつき，追い越
す」という目標を設定している②。既に高度経済成長期にある西ドイツを上
回る消費生活を実現することに，体制安定化の保証を求めたのである。そう
した目標設定はしばしば，社会主義的な計画経済につきものの，細部にまで
至る詳細を究めたものとなることも珍しくはなかったが，その背景にあった
のは驚くばかりの日用品の不足であった。例えば，政府は1960年2月に
SEDの最高指導者W．ウルブリヒトの指示に基づき，国営商店と消費協同
組合での日用品の在庫状況を調査しているが③，それは品不足が極度に進行
していることを示していた（4）。ただしその反面で，多くの商店は様々な商品
や材料を「備蓄」してもいた（5）。従って，国民の消費生活を向上させようと
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するならば，一方で「備蓄」をやめさせながら，他方で品不足を解消する必
要があった。しかしながら，品不足と「備蓄」の同時存在が社会主義的計画
経済に由来するものであるとするならば，抑も計画経済の下で消費生活の向
上はあり得るのかという問題が生じるであろう。こうして，国民の抗議の声
に応えるためになされる消費生活向上を目指した措置は，はじめから袋小路
に陥る可能性を含んでいたのである。
　ところで，社会主義国の政権（党）が国民の消費生活の向上を唱えるとき，
しばしばモデルとなったのが「アメリカ」であった。例えば，1959年に出
版された『未来の世界』という本は1990年のDDR社会を描いたものであ
るが，その中では2000年にDDRにやってきたアメリカ人がDDR社会の物
質的な豊かさに驚愕する様が述べられている（6）。また，DDRの代表的な女
性向け教養誌Das　Magazinの1964年1月号には，2000年のこの雑誌の様
子が漫画で描かれているが，そこでは科学技術の発達が比類のない規模に達
していることが示唆されている（図1，2参照）（7）。しかしながら，このよう
にDDRにおける消費生活のモデルがアメリカにあるということが，直ちに，
社会主義国を支配する共産党（8）に対して，やっかいな問題を突きつけること
になったのはいうまでもない。すなわち，アメリカをはじめとする資本主義
国において消費社会が発展していくには，少なくとも建前としては，自由な
企業活動が存在していなければならなかった。そしてその消費社会において
旺盛な消費意欲を示し，消費社会に内実を与えていったのが中産階級の広範
な層であった。いうまでもなく，自由な企業活動と中産階級こそ現代社会主
義の社会において基本的に欠落している存在であった。そうであるならば，
現代社会主義の下では消費社会の発展は，一体何によって支えられるのか。
発展した消費生活を持つ社会主義社会をも消費社会と呼べるのか。あるいは
仮に社会主義的消費社会ともいうべき社会と資本主義的な消費社会との間に
は，どのような異同があるのか。
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図1　きちんと毎月1回は火星へ
???
（出典）　図1～2，Das　Magazin，　H．1，1964　S．　64
図2「マガジン誌は今やハープのレシピを袋づめでおとどけしま
　す。水を加え温めれば一おめでとう／一食事が完成です」
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　これらの問題全てをここで検討することは筆者の手に余ることである。本
稿はより限定された課題を扱う。すなわち東ドイツにおける消費政策と消費
生活の展開をとりあげ，この国の指導者は消費社会の発展を何によって保証
しようとしたのか，人々は消費生活の変化をどのように受け止めたのかを，
この国の歴史の前半分について跡づけようとするものである。この国は現代
社会主義の下ではもっとも消費水準の高かった国の一つであり，こうした検
討をおこなうことにより，一方では現代社会主義の社会史のある側面を明ら
かに出来ようし，また他方では現代社会主義が何故行き詰まらざるを得なかっ
たのか，そこには何か現代社会主義に固有の問題はなかったのか，という論
点に対しても一定の答えを得ることが出来よう。この問題が重要であるのは，
最近の研究によれば，現代社会主義の体制の下では，衣食住の供給を如何に
なすかという問題と，逆に国民の満たされない消費意欲の存在は共に，体制
を爆破しかねない力をうちに秘めていると考えられるからである⑨。
　2．さて，本稿で取り上げる時期はほぼ1950年代初めから60年代末まで，
つまりワルター。ウルブリヒト（Walter　Ulbricht）が東ドイツ（DDR）に
おける党と国家の最高指導者であった時代である。DDRはウルブリヒト時
代に第2次世界大戦の打撃から立ち直り，1961年の壁の構築から数年たつ
と，経済も発展し，比較的安定した現代社会主義の建設に成功する。それは
あたかも，1948年の通貨改革以降の西ドイツ（ドイツ連邦共和国，BRD）
が高度に発展した資本主義社会へと発展していくことと，対をなしていたと
言えるだろう。それ故，ウルブリヒト時代の東ドイツにおける消費生活発展
の跡をたどり，その特徴を明らかにすることは，消費生活の発展という1点
に限っても，戦後の復興から発展へというプロセスのなかで，資本主義と社
会主義との間にどのような相違があったのかということを明らかにする上で，
有益であろう（10）。
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　3．次に消費生活のどの側面に焦点を当てるかが問題であるが，本稿では，
1）消費生活の向上に関わるSEDの政策，2）消費生活についての国民の認
知のあり方とその背後にある消費生活の実態，3）女性と消費生活の関係に
焦点を当てる。1）～2）は政策とそれに対する国民のフィードバックを扱う
のであり，これについては既に，例えば，A．カミンスキーなどにより精力
的な研究がなされている。それに対して，第3の部分はこれまで必ずしも十
分に研究されてきたとは言えない。それは一つには，社会主義国における女
性の消費行動のどの側面に光を当てるべきかについて，答えを見つけること
が容易ではないことによる。たとえば，戦後西ドイツの場合ならば，耐久消
費財の普及拡大と主婦の日常生活との関係，あるいは余暇と若い女性との関
係等々の問題に焦点を当てながら，戦後西ドイツにおける消費生活の展開に
特徴的な様相を明らかにすることも出来よう。だが，東ドイツについては，
特に本稿で扱う時期には，耐久消費財の普及も不十分であれば，余暇の拡大
もささやかであり，戦後西ドイツについての分析視角をそのまま当てはめる
ことは困難なのである。
　ところで，第2次世界大戦後の西ドイツにおける消費生活の発展は，女性
の存在を抜きにしてはあり得なかったと言っても過言ではない。女性，特に
家庭の主婦は消費の主体として，また家庭生活の中心的存在として，戦後西
ドイツ経済の「奇跡」を支えてきた。さて，女性の解放を経済的な自立と，
女性の行動に関する古い観念からの解放という2つの側面からとらえた場合，
1960年代末頃までの西ドイツにおける女性の解放は，消費社会化の進展と
密接に関連しながら進行したとはいえ，女性の就労についてはいうまでもな
く，家庭内外での男女の役割などについても，今日に比べてはるかに「遅れ
て」いた。つまり，消費社会の発展は必ずしも女性の解放を同時に伴うもの
ではなかったのである（lt）。
　他方，東ドイツにおいても消費生活の向上が目指されたとき，第1義的に
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は，それは家庭生活における消費水準の向上を意味していた。そうであるな
らば，東ドイツでの消費生活の発展を，特にウルブリヒト時代について，女
性に焦点を当てて検討することは，一方で東ドイツにおいて女性の解放がど
のように進んだのかを明らかにする手がかりとなると共に，他方では，同時
期の西ドイツとの比較を通じて，女性と消費生活の関係という点での，資本
主義と社会主義との戦後発展の違いを浮き彫りにすることにも資するであろ
う。更にまた，社会主義運動の中では伝統的に女性の解放を人間解放の最も
重要な側面の一つしてとらえてきたが，現代社会主義においてもそれは変わ
らない。その際，職業及びそれと結びついた経済的自立によって，女性が自
己の価値を認識することが，経済的な意味での女性の解放の最も重要な側面
となる。現代社会主義においては「社会主義的人間像」ということがしばし
ばいわれるが，経済活動を通じた自己の価値への自覚が，女性に様々な社会
関係と行動の余地を作り出し，その結果として，女性が人生の目的について
の独自の観念をもち，独自の行動の指針，独自の課題をもつようになるとき，
女性の解放は「社会主義的な人間」の形成とも重なるであろう。このような
意味での解放された女性のあり方もまた，資本主義社会のそれとは異なるは
ずである。つまり，東ドイツにおける女性解放のあり方を調べることは，同
時に，社会主義的な女性像とも言うべきものが，党や国家の公式の見解を超
えて，広く社会に受け入れられた像としてあるか否かを明らかにすることで
もあるといえよう。但．し，本稿が扱う時期についていえば，未だ多くの人々
が男女の性差役割分業の観念にとらわれており，消費生活の発展のなかで，
まずそうした観念の妥当性自体が問われねばならないような段階であった。
従って，我々が検討すべき課題は，消費生活が一定程度発展していくとき，
性差役割分業の観念にとらわれながらも，女性の間に解放に向かう何らかの
契機が見いだされるようになるかどうかということである。
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　4．DDRが崩壊し，ドイツ統一がなってから既に10年以上たった今日，
多くの史料が利用できるようになった結果，DDRにおける人々の生活と政
治について，DDRが存在していた当時とは全く異なる洞察をすることが出
来るようになった。かつてDDRが存在していた頃のDDR研究の一つの型
は，H．ヴェーバーに代表されるような「イデオロギー批判的」な研究，す
なわち，DDRを支配してきたSEDによる「真理の独占」が，如何に現実
を覆い隠してきたかを暴露することに力点を置くものであった。研究の重点
は政治的な変化，SEDによる権力行使の態様におかれてきた（’2）。　DDRの崩
壊／ドイツ統一後も政治の発展に関する研究は次々と現れ，その中にもH．
ヴェーバー的な研究は存在している。とはいえ全体的にみるならば，SED
のイデオロギーあるいはその政治的主張の妥当性をその都度考慮する必要が
なくなり，全く通常の社会科学的，歴史学的な手続きに従って政治的な変化
の歴史を跡づけることが出来るようになっただけ，研究はかつてよりもはる
かに多量且つ精密なものとなっている。ただし，研究の細分化はその断片化
につながるところがあり，多くの研究は同時代のBRDとの比較，あるいは
ドイツ以外の国々との比較などにも欠ける傾向にある。1953年6月17日事
件を50年代半ばの東ヨーロッパに起きた様々な事件と関連させ，比較する
クレスマンらの研究はむしろ例外に属しているのである㈹。
　DDRの崩壊後，それまであまり注目されることもなかった，人々の日常
生活に関する研究も多く現れてきた。DDRが存在していた当時は，人々の
生活はあたかも政治の関数であるかの如く見なされ，それ自体が独自のダイ
ナミズムを持ち，まさにそれ故にこそ，政治との間に独特の関係を作り出す
「世界」とは考えられてこなかったのである〔14）。だが最近では，DDRにおけ
る人々の日常生活に関する研究は，日常生活を様々な政治的な変化にもかか
わらず歴史的に持続する側面と，まさに政治の作用によりながら変化する側
面の交差する「場」としてとらえ，多くの成果を生み出している。勿論，こ
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の分野でもA．カミンスキーのようにH，ヴェーバー的「イデオロギー批判」
の方法を駆使して，DDRにおける消費社会の発展を扱った研究も存在する
し，またそれ以外の研究についても，西ドイツとの比較や東西両ドイツを一
つの歴史としてとらえようとする視点に欠けるものが大半であると言っても
過言ではない。そうした中で，社会主義的な社会関係において人々の消費行
動の発展が持つ固有の論理を解明しようとする研究も存在する。そのような
研究の根底にある発想は，DDRにおける人々の日常生活を，一方では近代
の発展傾向に対する否定ととらえ，他方では近代産業社会のどこにでもみる
ことの出来る傾向の現れという，矛盾した2つの側面において把握しようと
するものである㈹。我々はこうした研究の代表的なものとして，H．ヒュー
プナーや1．メルケルによる研究をあげることが出来るだろう㈹。
（1）本稿で言う「現代社会主義」とは，ソ連をモデルとし，1970年頃から「現
　存する社会主義」と自己規定を始めた東ヨーロッパの社会主義体制を指すもの
　　とする。
（2）　Zur　Fragen　der　Versorgung　und　des　Handels．　Beschluss　des　Politbueros
　　des　ZK　vom　28．　Oktober　1958，　in：1）okumente　der　Sozialistischen　Einheits－
　pαrtei　Deutschlands，　Bd．　VII，　Berlin（O．）1961，　S．404ff．
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（4）　Stiftung　Archiv　der　Parteien　und　Massenorganisationen　der　DDR　im
　Bundesarchiv（SAPMO－BArch），　DY30／IV　2／608／10／BL298；VgL，’lna　Merkel，
　　Der　aufhaltsame　Aufbruch　in　die　Konsumgesellschaft，　in：Wundereqirt－
　schaft．　DDR－Konsumkultur　in　den　60er／8hren，　Hg．v．　Neue　Gesellschaft　fuer
　　Bildende　Kunst，　Koeln　u．a．1996，　S．12－3．
（5）　Ebd．，　DY30／IV　2／608／10／BLlO4．
（6）参照，Annette　Kamminsky，　Konsumpolitik　in　der　Mangelwirtschaft，　in：
　　Schein　der　Normalitaet．　A　lltag　und　Herrschaft　in　der　SEI）－Dihtatur，　Hg．v．
　’Clemens　Vollnhals，　Juergen　Weber，　Muenchen　2002，　S．82．
（7）　1）as　Magαein，　H．1，1964，　S．　64－5．
（8）　東ヨーロッパ社会主義国の政権党は多くの場合「共産党」とは名乗らなかっ
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　　たが，実際にはソ連共産党をモデルとした政党であり，「共産党」と呼んで不
　　都合はないだろう。
（9）　Stephan　Merl，　Staat　und　Konsum，　in：Europaeische　Konsumgeschichte．　Zur
　　Gesetlschafts－　und　Kulturgeschichte　des　Konsums（18．　bis　20．　Jahrhundert），
　　Hg．v．　Hannes　Siegrist　u．a．，　Fr．a．M．1997，　S．235．
（10）　このような論点は，戦後ドイツを東西両ドイツを貫いた一つのドイツの歴史
　　としてとらえることが可能であるかどうかという問題を考える上でも，重要な
　　手がかりを与えてくれるだろう。但し，この問題は本稿の手に余るものであり，
　　今後の課題としたい。
（11）　以上の点について詳しくは，拙稿「家事と消費生活　　ヴァイマル時代から
　　『経済の奇跡』まで」（明大『政経論叢』第71巻第1・2号，2002所収）を参
　　照されたい。
（12）H．ヴェーバー『ドイツ民主共和国史一「社会主義」ドイツの興亡』（斎藤
　　哲・星乃治彦訳，日本経済評論社1991）
（13）　Christoph　Klessmann，　Bernd　Stoever（Hg．），1953．　Kγiesenl’ahr　des　Kalten
　　Kn’egs　in　Europa，　Koeln　u．a．1999．なお，　DDR研究における比較史的視点の
　　重要性については，拙稿「最近のDDR研究　　女性史，ジェンダー研究を中
　　心に」（明大『政経論叢』第68巻第5・6号，2000所収）を参照されたい。
（14）　これにも勿論，Dietrich　Muelbergのような優れた例外もある。
（15）　Dietrich　Muelberg，　Die　DDR　als　Gegenstands　kulturhistorischer　For－
　　schung，　in：MKF．　Mitteilungen　aus　der　kulturwissenschaftlichen　Forschung，
　　Jg．16，　H．331993，　S．25ff．
（16）　Peter　Huebner，　Konsens，　Konflilet　und　Kompromiss．　Soziale　A　rbeiter－
　　interessen　und　Sozialpolitile　in　der　SBZ　1945－1970，　Berlin　1995；Ina　Merkel，
　　Utopie　und　Beduerfnis．1）ie　Geschichte（der　Konsumkultur　in　der　Dl）R，　Koeln，
　　u．a．1999．
第1章SED／DDRの消費政策一ウルブリヒト時代’
はじめに
社会主義統一党（SED）の経済政策の変遷ωを一瞥すれば明らかなとお
り，ソ連占領地区（SBZ）であった頃から一貫して，ドイツ東部に社会主義
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を建設しようとしてきたこの党には，国民（2）の消費生活を向上させるための
体系的な政策は存在していなかった。それどころか一見したところ，SED
に対する国民の不満が高まった場合にのみ，この党は国民の消費生活の向上
に注意を払ったように見える。だが，このことは決して同党が国民の消費生
活に関心を持たなかったことを意味するものではない。例えば，DDR建国
に際して，初代の首相オット・グローテヴォール（Otto　Grothewohl）は国
民の「幸せ」がDDR政府の最も重要な目的であると述べて，国民の消費生
活を重視する姿勢を示している（3）。1950年に開かれた社会主義統一党の第3
回党大会では，生産力の発展により数年のうちに「全国民の生活水準は（戦
前の）平和時を超える」ものとされた④。またウルブリヒトの後を襲って
1971年にSEDの第1書記となり，以後DDRが事実上崩壊するまで党と国
家を指導したエーリヒ・ホーネッカー（Erich　Honecker）は，彼の経済政
策の目標を示すスローガンとして「経済政策と社会政策の統一」を掲げて，
社会主義建設とは国民の物質的な富の増大に他ならないことをあからさまに
示していた。
　問題は，社会主義建設と事実上は同一視されるに至るような消費生活の発
展が，どのような方策によって達成されるかであった。ソ連占領地区では
1946年から企業の国有化が進められ，49年からは経済の計画化も実行に移
された。そしてついに1952年7月に開催されたSEDの第2回全国協議会は，
DDRにおける「社会主義の計画的建設」を決定したのである。それは国民
の消費生活の向上を，重工業を中心とした計画経済の中で達成するというこ
とを意味していた。
　だが，はたしてそれは可能であっただろうか。1952年以降，DDRではス
ターリン・シュタット（後のアイゼンヒュッテン・シュタット）の鉄工所，
ロストックの造船所など重工業の拠点がつぎつぎに建設されていった。元来，
褐炭，カリ，硫化鉱，建設用土砂程度しか原料資源がなく，逆に石炭，銅，
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鉄鋼等にはほとんど恵まれていない一その意味で構造的にドイツ西部に依
存せざるを得ない一SBZ／DDRで，重工業を建設するならば当然，消費財
生産は犠牲とならざるを得なかったのである。そしてまさにこの点にこそ，
DDRにおける消費生活向上に関わる根本的な問題があった。っまり，重工
業建設と消費生活の向上とが，ゼロサムである状況の隆路をいかに乗り切り
ながら，社会主義社会を建設するかが，DDRに二貫する課題となったので
ある。
　このような原料面での不利な条件に加えて，DDRの初期の時代には，ソ
連に対する賠償義務，さらにはソ連軍の占領経費の負担という非常な重荷が
存在していた。それは1953年まで一貫して国内総生産の1／4～1／3にも上っ
たのである⑤。マーシャル・プランという援助のあった西ドイツに比べ，経
済建設におけるDDRの不利な条件は，後々までDDRを苦しめることになっ
た。1961年夏におけるベルリンの壁の建設直前にウルブリヒトはフルシチョ
フに書簡を送り，その付属資料の中で，1955年になってもまだ賠償義務が
DDRに重くのしかかっていたことを指摘していた（6）。ソ連に対する経済的
な従属関係は賠償問題が解決した後もDDRに一貫する問題であった。例え
ば，ウルブリヒト時代の末期にホーネッカーはブレジネフソ連共産党書記長
に対して，DDRの対外貿易の40％が対ソ貿易であり，しかもそれが大幅な
赤字であること，ソ連との協力の下で赤字を減らしたいと述べて，間接的に
貿易関係の改善を求めている（7）。だが，効果はなかった。いうまでもなく，
ソ連に対するこうした経済的な従属関係は，DDRにおける消費財生産に向
けるべき投資をいっそう減少させることになったのである。
　この章では，こうした様々な困難な条件の下で，ウルブリヒト時代にどの
ような政策によってSEDが国民の消費生活向上を図ったのかを，概観して
みよう。
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第1節　重工業重視の中での消費財生産
　1．すでに述べたように，SEDは国民生活の向上を決して軽視してはい
なかったが，現実には重工業優先の工業計画によって，それは絶えずブレー
キをかけられていた。とはいえ，表1「生活必需品の供給」が示しているよ
うに，消費財生産が全く発展しなかったわけではない。
　それどころか，SEDはその発展を自己の政策の正しさの証左として，
1950年7月に開かれた第3回党大会で誇らしげに持ち出していた。「1949年
の半ば以来，我々の経済建設の成功はますます強く，国民の物質的な状況の
改善に反映している」（8）と。ここでいう物質的状況の改善とは，1949年1月
から始められた経済2力年計画の中で実現したタバコや野菜の配給の廃止，
国営商店（HO）での販売価格の引き下げ，食料品の改善等々を指してい
る（9）。P，ヒュープナーもまた自身の研究に基づいて，1950年頃までには
DDRでは最悪の状態は終わった，これからは工業労働に従事することでそ
こそこの生活をすることが出来るようになるだろう，という見方が住民の間
表1　生活必需品の供給1946～53
（1950＝100％）
品　　　　　　目 1946 19471948 1949 195019511952 1953
肉類及び肉類加工品 29 45 38 47100 129 18206
魚類及び魚類加工品 16 23 51 79 100172 142174
脂　　　　　　　　肪 33 36 3656 100 146164 164
牛　　乳（脂肪分2．5％） 54 38 46 70100 121 128 138? 35 53 48 57 100 172 261138
白　　　　砂　　　　糖 44 61 77 99100 114 133 127
メ　リヤス肌着（上） 25 25 83 94100 200 293 362
メ　リヤス肌着（下） 13 10 21 74 100 168 188218
ストッキング，ソックス 9 12 28 83100 130142 96
革　　　　　　　　靴 7 11 32 63100 131 165 207
（出典）　Matthias　Judt（Hg．），DDR－Geschichte　in　Doleumenten．　Beschluesse，　Berichte，　intenle
　　Materilaien　und　Alltagszeugπisse，　Berlin　1997，　S．117
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に広がっていたと主張している（1°）。
　問題はこのような消費生活の発展がどのような質を持っていたかであり，
どこまで持続するかであろう。まず第1に確認しておくべきは，上に示した
表1は，終戦直後の最悪の状況がとにもかくにも一応克服されたことを示し
てはいても，それで人々の消費生活が，特に食料の供給が十分の状態に達し
たかどうかについては何も語ってはいないことである。ここで，通常の状態
を戦前の1937年に求めるとするならば，我々は全く別の像を得ることにな
る。表2からもわかるように，明らかに脂肪とタンパク質が1950年になっ
ても全く不足しているのである。まさに「何年にもわたって積み重ねられて
きた栄養不足」（11）は解消されないままであり，食料に関する限り「物質的状
況の改善」とは，終戦直後の最悪の状況が改善されたにすぎないのである。
いうまでもなく，これはSED政権にとってきわめて危険なことであり，そ
れ故，1950年9月より，政府は肉とラードの配給量を増やしたのである（12）。
このような措置はつまるところ，食料の供給に関して戦前の水準を回復する
ことが，SEDにとって至上命令であったことを示していた。
　第2に，食料以外の分野での消費物資の供給は進んだのであろうか。この
表2重要食料品の一人当たり消費量（1936，1950）
品　　　目 単　位 1936 1950
? kg 46．8 22．1
バター（製品重量） kg 8．5 5．4
バター（脂肪分） kg 7．0 4．2
動　物　油　脂 kg 8．9 4．2?
個 117．0 63．1
牛　　　　　　乳 」 127．0 71．7
白　　砂　　糖 kg 229 20．2
製　パ　ン　粉 kg 103．4 120．4
ジ　ヤ　ガ　イ　モ kg 170．8 2193
（出典）　P．Huebner，　Konsens，　Konflikt　und　KomPromiss，
　　a．a．0．，　S．146，　Tab．26
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点に関するはっきりとした情報を得ることは出来ないが，DDR建国当時の
生活水準が戦前に比べてかなり低かったことは，すでにDDR時代から繰り
返し指摘されているところであった㈹。そうなればこそSEDの政治局は，
1950年10月末に繊維製品や家具類の供給を増加させるように，政府に要求
したのである㈹。実際にこのことが実現したかどうか定かではないが，後の
6月17日事件に照らして，十分な改善の出来なかったことが推測できる。
だがとにかく，このような要求が出されたごと自体，消費生活の発展を単に
食生活の改善にとどまらせることなく，まさに戦争による生活の荒廃からの
脱却へと向かうべき時期にきていることを，示していたと言えよう。同時に
繊維製品や家具類などの供給を，社会主義的な所有関係の下におかれてはい
ない手工業における生産増に頼る方針を示したことは㈹，社会主義的な所有
関係の拡大が消費財生産の促進に寄与してはいないことを，SEDが間接的
に認めたものといえよう。
　こうして，戦争による荒廃からの脱却という課題に応えることが出来るか
どうか，これがSED支配の安定性を占う試金石となるのである。そのこと
はSEDによっても明らかに認識されていた。すなわち1950年7月に開か
れたSEDの第3回党大会では，ウルブリヒトの提案に基づいて，第1次5
力年計画を実行に移すことが決められたが，そこでは衣食を中心に国民の生
活状態の大幅な改善が見込まれていた（16）。それはまた，SED指導部がDDR
における消費財生産の増加を，「経済の奇跡」が始まっていた西ドイツを意
識して，理解していたことを示すものであろう。実際，第3回党大会から10
年以上を経た1961年に，ウルブリヒトはフルシチョフに宛てた書簡の中で，
ベルリンの壁を建設するまでは，西ドイツとの間が開放されていたことが，
住民の生活水準との関係で，絶えず経済政策全体を拘束することになってい
たと述べて（の，西ドイツとの競争関係の中で消費財生産を増加させることが
SEDにとって重要な意味を持っていたことを認めていた。
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　以上みてきたように，DDR建国初期における国民生活向上に向けた消費
財の供給は，重工業優先という経済計画の基本方針を前提としながらもなお，
戦前水準の達成と西ドイツとの競争という2つの目的を持って進められてい
た。だがこの2つの目的の達成は決して容易ではなかった。上に述べたよう
に，食料品供給の面では一向に国民の食生活を本来の意味で改善することに
はつながらなかったし，他方，国民所得の中で消費の占める割合は，西ドイ
ツに大きく遅れていたからである。ストルパーによるならば，1936年の価
格を基礎とした場合に，1952年にDDRの消費水準は44％であったのに対
し，BRDは58％であった。加えて一人当たりの所得は1936年の価格で
DDRが915マルク，　BRDが1375マルクであった。　DDRの一人当たり消費
は事実上，BRDの半分にしかならなかったのである（18）。
　2．1953年6月のいわゆる6月17日事件（19）は，社会主義の下での消費生
活の向上が達成されないことに対する，国民の不満の爆発であった。労働者
はウルブリヒトの指導の下に進められる社会主義が，その名に値しないこと
を実感していた。
　　「みんな，聞いてくれ。今俺たちのところでおきていることは，俺たち
　労働者を辱めるものだ。カール・マルクスが死んで70年もたつというの
　に，俺たちはまだ最低の生活条件について，あれこれ議論しなければなら
　ないのだ。もしマルクスがこのことを予感していたならば，彼は死んでも
　死にきれなかっただろう。改善のための提案は一つしかありはしない。
　「道理を取り戻せ』一これだ。」⑳
　SEDの指導部は国民の間に広がるこうした不満をなかなか深刻には受け
止めようとしなかった。むしろ問題を重大視していたのはスターリン死後の
ソ連共産党指導部であった。ソ連共産党指導部はSED指導部に対して，前
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年の第2回全党協議会で決定された「社会主義の建設」という方針を撤回し，
国民生活の安定を第1とする新しい方針を採択するように求めた。これをう
けてSEDはいわゆる「新コース」をとることを1953年の6月9日に決定し
たが，時すでに遅く，17日にはベルリンを中心に各地で民衆による大規模
なデモンストレーションやストライキが爆発したのである。従って，「新コー
ス」が実行に移されるのは6月17日事件以降のことであった。
　今，ここで「新コース」の中心部分をみておこう。1953年7月26日に採
択されたSED中央委員会の決議によれば，消費生活に関わる「新コースの
本質は以下の点にある。
　　次の時期にドイツ民主共和国における経済的状況と政治的な状態の重要
　な改善を達成すること，それを土台に労働者階級とすべての勤労者の生計
　の基礎を決定的に高めることである。食料品および嗜好品産業，更に軽工
　業の生産を重工業にかえて向上させること，個人商店と私工場によるイニ
　シャティヴの発揮，農民経営の促進などによって，国民の物質的状況の改
　善が達成されることになろう。」（21）
　「新コース」は重工業優先の社会主義建設，商業や農業の協同組合化とい
う第2回全党協議会で決定された方針を，根本から修正したのである。だが，
新たに提起された「生計の基礎を決定的に高め」ること，「国民の物質的状
況の改善」という目標は，実はきわめてささやかなことであった。なぜなら
それはわずかに，食料品と嗜好品の生産を増加させることと，軽工業製品の
供給を増やすことでしかなかったからである。だが，このことを逆に言えば，
国民の食生活や日用品の供給がこれまで不十分であったということである。
事実，1953年の前半は食料品が特に不足し，DDRは食糧危機に陥っていた
のである（22）。重要なことは，SED指導部が重工業への投資を控えなければ，
これらの不足をカヴァーすることが出来ないことを認識していたことである。
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言い換えれば，「社会主義的発展によって」国民生活の改善が可能になると
いうウルブリヒトの言葉（23）とは裏腹に，SED　1ま「社会主義」の失敗を認め
ざるを得なかったのである。
　上に述べたように，実際に「新コース」が実行に移されていくのは6月17
日事件以降であるが，17日の蜂起が大規模であったが故に，「国民の物質的
状況の改善」のためには速やかな措置が求められたことはいうまでもない。
ソ連からの食糧の供給，食料品価格をはじめとする商品価格の引き下げ，賃
金の増額等々が53年後半にはなされた。特に賃金については，従来その利
益が考慮されることの少なかった軽工業や食料品工業，また工業以外の産業
分野での改善がみられた（24）。
　賃金の引き上げや価格の引き下げの結果，労働者の購買力は向上したが，
必ずしも実際に消費物質の購入が積極的に進められるとは限らなかった。そ
こには品質の問題が潜んでいたからである。一例としてマーガリン消費の問
題を取り上げよう。東ドイツにおけるバターの消費量の多さは有名であるが，
1955年までには戦前の消費量を回復していた。このとき一人あたりの年間
消費量は西ドイツの7．O　kgに対して9．8　kgであった。ただし，西ドイツで
はこのときすでにバターとほぼ同程度マーガリンが消費されていた。これに
対して，東ドイツでは所得の低い家庭しかマーガリンを購入せず，1963年
になってもマーガリンの消費量はバターの30％程度であった。いうまでも
なくこれは，1950年以降繰り返しマーガリンの品質改善が図られてきたに
もかかわらず，いまだマーガリンの質が悪く，人々の嗜好に合わなかったこ
とによっていた（25）。以上のようなバターとマーガリンの例は，たとえ所得が
増大しても，その使い道がない，つまり購入すべき商品が質・量ともに存在
しないという，DDRに一貫してみられた問題　　それはいわゆる「不足の
経済」の一つの側面である一が，すでに「新コース」の時期にははっきり
と姿を現していたことを示している。
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　同様の問題に関する別の例を取りあげよう。1954年の半ば，軽工業品の
供給不足を補うべくHOの移動商店がお目見えしたが，ドレースデンのよ
うな大都市でもっとも売れた商品はなんとバケツであった。このことは，こ
の時期に如何に日常生活に必要な軽工業品が不足していたかを，如実に示す
ものである（as）。そしてこの問題は1950年代後半にはいるとより深刻になる
のである。
　衣料品の不足もDDRに一貫する問題の一つであった。　SEDの付属団体
であるドイツ民主婦人同盟（DFD）のメンバーが1954年にドレースデンで
行った調査によれば，同年半ばに売られていた衣料品の質の悪さ一それは
また当然，着ることの出来る衣服の少なさにつながる一は目を覆いたくな
るほどであった。消費者が金を払う気になれないような粗悪な商品，例えば，
穴のあいた下着，左右の袖の大きさが極端に違うため着ることのできないよ
うなオーバー，着ると身体に色のつく服，既に出荷前から「趣味の悪い奇怪
な形」に変形してしまったメリアス製品など珍しくはなかった。老人向けの
型しかない婦人服，けばけばしく着る気になれないマタニティ・ドレス
これ自体極端に不足していた　　等々⑳。これらの事例は，要するに，生産
者の側に消費者の要求を考慮することなく生産するも可という姿勢があるこ
とを示している。言い換えれば，需要と供給の関係が市場に媒介されること
なく形成されているのである。
　以．ヒのような，商品の不足，需要と供給の極端なギャップという問題は，
本質的には解決されることのないままに，間歌的に爆発的な形を取りながら，
DDRが崩壊するまで，この国における消費生活の基本的な問題であり続け
るのである。
3．1958年5月に，DDRでは1939年以来続いてきた食料配給券がようや
く廃止された。これにより，ヨーロジパにはもはや食料配給券の存在する国
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はなくなった。西ドイツでは同じ頃から耐久消費財が家庭に急速に普及し始
めたことからすれば（28），DDRにおける消費水準の低さは覆うべくもなかっ
たが，とにかくようやくここに「普通の生活」が始まるかに見えたのであ
る（29）。
　配給カード廃止以降，住民の消費物資に関する購買力は著しく向上したが，
それに対応するかのように，1959～65年の7力年計画では消費財生産は84
％増加することになっていた（3°）。しかし総じて，経済計画の実施は予定を下
回っていたのであり，従って，いわば物不足という感覚は絶えず人々の間に
あったのである（31）。1958年10月末のSED政治局の決議は，次のように述
べて，このことを認めていた。すなわち，「計画の不十分な達成は，販売所
における品不足として現れている」と（32）。
　食料配給券の廃止後も，多くの食料品価格は政策的に据え置かれていた。
その結果，標準的な家庭にあっては，より価格の高い食料品への支出が増え
た。耐久消費財についてはいうまでもなく，諸々の工業製品も不足している
状況では，家計収入の多くが食料品に向けられるのは，いわば当然のことで
はあった。ただし，収入が増加しているからといって，支出のすべてが食料
品に向けられるはずもなく，人々は将来に備えて貯蓄をし，また可能ならば
新しい（西側的な）流行の服を購入することがなされた（33）。ここで貯蓄の主
たる目的は，モペットあるいはテレビを買うことであった（鋤。1958年7月
に行われたSED第5回党大会のスローガン「豊かな生活，幸福，平和」は
人々のこうした消費行動に対応していたが，この消費行動自体はまた明らか
に，「経済の奇跡」の中で西ドイツの住民にみられたのと基本的に同一の性
向であった。つまり，将来の耐久消費財の購入に向けて，人々は現在の欲求
を抑えたのである。勿論，DDRにあってはこうした傾向はまだ端緒的であっ
た。多くの人々にとっては例えば，今ナイロン・ストッキングが買えるかど
うかの方が，将来の耐久消費財購入よりもはるかに重要であっただろう。
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1959年にはナイロン・ストッキングはBRDでは一足2．30　DMであったの
に対して，DDRでは10マルク近くもし，ほとんど4倍であった。当然，購
買者を増やすためには値下げが必要であり，1960年には価格が6．75マルク
へと引き下げられた㈹。こうして，消費性向は東西ドイツの間で差がないと
しても，実際のところ東における人々の節約対象となるものはあまりにささ
やかであった。
　上述したSED第5回党大会のスローガンからもわかるように，　SEDにあっ
てはi人々の消費意欲に対応するためにも，消費財生産が無視されていたわ
けではない。例えば，1958年11月はじめにロイナで開催されたSED中央
委員会と国家計画委員会合同の「化学会議」では，1965年までの石油化学
産業の発展が計画されたが，そこでは「化学はパン，福祉，美しさを与える」
というスローガンが打ち出され，石油化学産業の発展によって，人々の消費
生活を向上させることが展望されていた。　だがLメルケルが指摘するよう
に，この会議の中心テーマであった石油化学産業の発展は石油化学製品の生
産力増大を目指していたのであり，そこから例えば合成繊維やそれを利用し
た製品の生産を増大させるには，さらなるプログラムが必要であった（35）。実
際，この会議について記したDDRの年表では，この会議の意義は，経済の
全分野について，指導と計画を一体化するための最初の措置の一つであった
と述べて，消費財生産の増加が主たる目的ではなかったことを，事実上認め
ていた（37）。要するに，1950年代後半には，消費財生産を増加させる必要性
について認識されてはいたが，SEDにとって決してそれは主要な目的では
なかったのである。
　これまで述べてきたことからもわかるように，食料配給券の廃止によって
ようやく回復されたかに見えた「普通の生活」の基礎は脆弱であった。労働
生産性の向上を家計収入の増大へと反映させることはDDRにおける賃金政
策の基本であったが，すでに第1次5力年計画において賃金の伸びは労働生
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産性を向上させるための措置と結びついてはいなかったし，1955年から58
年にかけては労働生産性と賃金の伸びの不均衡はむしろ強まりさえしたので
ある（38）。従って，SED指導部にとって，国民，とりわけ労働者に「普通の
生活」を保証しようとすれば，不均衡を埋めるための何らかの措置を執る必
要があった。それが，DDR経済の力を超えるレヴェルで国民の消費生活を
向上させることを意図した，様々な補助金であった。例えば1958年に食料
配給券が廃止された際に，多くの食料品価格は上昇したが，それでもパンと
ジャガイモの価格には補助金が投入され据え置かれたのである（39）。いうまで
もなくこうした補助金制度は生活のあらゆる分野に及び，そのことはやがて
DDR国家財政の破綻を，そしてDDR自体の崩壊をもたらすことになった
のである。
　このように労働生産性の伸びを上回る形での消費生活の向上を図ることが
党と国家にとって枢要であるような状況の下では，党と国家の消費政策もあ
る特殊な性格を持たざるを得ない。P．ヒュープナーによれば，限られた消
費物資の配分を通じて体制への支持を調達することが，消費政策の重要な核
となった㈹。具体的には，配分の差別化すなわち，労働者への食料品の優先
的配分，不足する商品の販売を主とする国営商店（HO）の設立などであっ
たが，後者は言うまでもなく，比較的収入の多い人間にして初めて利用可能
となったのである。要するに，人々の消費意欲の向上に対しては，差別的な
配分をもって応えようとしたのである㈹。中でも重要企業や大規模な労働者
居住地域の労働者に対しては，食料品，嗜好品，さらには家事のための用品，
家電製品等が優先的に配分され，それによって彼らの体制への忠誠を確保す
ることが試みられた（42）。こうした差別的な配分＝消費政策の結果，一方では
労働者が優遇され，他方ではベルリンやライプツィヒをはじめとする大都市，
つまり地域的な差別化もなされることになったのである。だが，こうした差
別化政策が賃金を可能な限り均斉化しようとする社会主義のイメージと矛盾
　70　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（822）
　　　　　　　　　　東ドイツにおける消費生活の変化
するのはいうまでもない。それだけではなく，次章でみるように，こうした
差別化政策にもかかわらず，50年代後半はいうに及ばず，60年代半ばになっ
てもなお，全体として労働者の賃金水準は決して高くはならなかったし，む
しろ他の社会階層に比べても低かったのである。
　ところで食料配給券の廃止は，決して経済的土台の脆弱性を解消するもの
ではなかったが，人々の意識に即する場合，体制の安定化を示すものではあっ
た。事実1958年にはDDRから西ドイツへの逃亡者の数は大幅に減ってい
た（表3参照）。
　H．ヴェーバーによれば，人々は体制に「順応し始めたのである」（43）。SED
はそうした状況を自己に有利なものと見なし，その結果1958年7月に開催
された第5回党大会で，農業と商業の分野で社会主義的所有関係を導入する
ことを決定しただけではなく，1965年までには西ドイツを生活水準と労働
生産性の分野で追い越すことを目標とする野心的な7力年経済計画を決定し
たのである㈹。それは体制の安定化への自信と，当時はなお人々が直接に自
分の眼で西と東の生活水準を比較することが出来たという状況の中で，SED
支配体制に対する人々の疑問が高まっていることに対するSEDの不安の両
方を，同時に示す計画であった（45）。
　だが，資源も資金も不足しているDDRにとって，1965年までに社会主義
表3SBZ／DDRからの避難民（許可を得た合法的移住者）
年　度 避難民 年　度 避難民 年　度 避難民
1949 129245 1954 184198 1959 143917
1950 197788 1955 252870 1960 199188
1951 165648 1956 279189 1961 207026
1952 182393 1957 261622 1962 16741
1953 331396 1958 204092
　（出典）
（823）
DDR－Handbuch，3．　Aufl．，　a，a．O．，　S．　419
71
　　　　　　　　　　　　政経論叢　第72巻第6号
を建設するという目標設定は㈹，明らかに非現実的な計画であった。このこ
とは計画を主導した当のウルブリヒト自身によっても認識されていた。彼は
すでに1958年5月はじめにフルシチョフに宛てた書簡の中で，原料の利用，
経済発展の速度，「国民からみて生活水準の指標となる」ような消費財の一
人あたりの使凧嗜好品等々で，DDRは西ドイツに「はるかに後れをとっ
ている」と書き送っていた。更に1961年の1月には，以上のような確認が
あったにもかかわらず，58年の第5回大会における決定がなされたのは，
それが「西ドイツの経済発展が一定の停滞状況にはいるであろう」という誤っ
た仮定にたっていたことによるものであったことを明らかにしている㈹。事
実，こうした誤った仮定から始まった，この「社会主義化」の試みによって，
DDR経済とSEDの支配体制は，1953年の時と同じく，再び重大な危機に
陥ったのである。1961年8月になされたベルリンの壁の建設は，そうした
危機の中でDDRを何とか救い出そうとする試みであった。他方経済政策的
には，危機からの脱出は1963年から始まる新経済システムの導入を待たね
ばならなかったのである。
第2節　「新経済システム」
　1960年代のDDR経済を特徴づけていたのは，　DDR経済の活性化を目指
したいわゆる新経済システム（NOS）であった。1963年の1月に開かれた
SED第6回党大会の決定をうけて，同年6月のSEDと政府の合同会議で練
り上げられた新経済システムとは，企業活動の自由の拡大，企業と個人に対
する物質的報奨制度による生産性の向上などを柱として，1950年代の計画
経済の弊害を克服し，経済を全面的に再建しようとする新しい経済政策であっ
た（48）。それは一方では，1961年10月に開かれたソ連共産党第22回大会で
新たな経済改革の必要性が叫ばれたことに対応し，他方では1961年8月に
おけるベルリンの壁の構築後も一向に改善されないどころか，翌62年には
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劇的なまでに高まったDDRにおける食料品をはじめとする生活必需品の供
給危機を，根本的に克服する必要性に応えようとするものであった㈹。実際
にそのねらいがどこまで実現したかはともかく，60年代半ばには，新経済
システムの開始以前から明らかになっていたDDR経済の低成長に歯止めが
かかり，逆に70年代初めまで経済発展が続いたのである。1964～70年の経
済成長率は年平均5％に達していた（5〔）。その結果，この時期はしばしば「黄
金の60年代」，DDRにおける「奇跡の経済」（Wunderwirtschaft）と呼ば
れたのである。
　DDR経済の政策担当者は一貫して生産性の上昇を経済発展のキーターム
としてきたが，新経済システムとは，DDR経済を科学と技術の力によって
近代化し，もって生産性を恒常的に上昇させようとするものであった。従っ
て，それは1965～67年になされた技術教育と研究開発に重点をおいた教育
改革ともセットになっていた。このような経済と教育の両面での大規模な改
革は，建国から10数年を経てDDR社会が大きな曲がり角に来ていること
を示していたと言えるだろう。つまり，DDRに生存能力があるか，さらな
る発展の可能性があるかどうかの，分かれ道を意味していたのである。この
ことは新経済システムの政治的な狙いを見るとき，一層明かとなるだろう。
政治的には新経済システムは，DDR社会主義が西ドイツ資本主義に比べて，
経済面でも優れていることをドイツ人全体に，だが何よりも東ドイツ国民に
示すことをねらいとしていた（51）。なぜなら，壁の構築後にあってさえも，西
ドイツの高い生活水準は東ドイツの人々の意識に，特に政治的な態度に影響
を及ぼしていたからである（52）。言うまでもなく，「経済の奇跡」の最中にあ
り，しかも前例のない「豊かな社会」，消費社会へと突入しつつあった西ド
イツを，DDRが経済的にしのぐことは決して簡単な課題ではなかった。事
実DDRにおいては，相対的に強力な経済発展の時期であった60年代後半
でさえも，西ドイツに対する経済の遅れは全く解消されないままであった㈹。
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企業活動の自由の拡大や物質的報奨制度の導入等は，経済的に西ドイツをし
のぐという課題を果たす上での前提となる，労働者の生産性を向上させるた
めの最も重要なテコであった。
　それでは，この新経済システムは個々人の消費生活にとってはどのような
意味を持つことになったのか。1963年末に，新経済システムに関する理解
を深めるため，経営の代表者や経済学者などを招いてSEDと政府が合同で
開催した会議で，ウルブリヒトは，消費物資の供給は価格を下げることによっ
て改善されるのではなく，消費者に買ってもらえる商品を作ること，魅力あ
る商品を作ることによってなされるということを，繰り返し強調した。ウル
ブリヒトのこの主張には背景があった。当時のDDRでは，例えば繊維製品
については，「全く不十分な仕上げで，暗くどうしようもないような色」の
製品が売られていたのである（5‘）。70年代に化繊が広汎に出回る以前には，
衣類の色合いが「情けない」もので，材料も「絶望的」であったことは，衣
料品店経営に携わった人間の回想にも述べられている価）。また次のような小
話も当時の衣料品の品質の悪さと，如何に魅力に乏しい商品が売られていた・
かということを示しているだろう。
　　若い女性店員　「お客様には特にこの素材のものをお勧めいたします。
　　　　　　　　　この穏やかな色あいをご覧下さい…。」
客
女性店員
「私が心配なのは，陽に当たって変色しやしないかとい
うことなのだけど…。」
「陽に当たって変色するかですって？この商品は3ケ月
もショーウィンドーの中にあったのに，色が変わるなど
ということは全くありませんでした。」㈹
　こうした事例からも窺えるように，新経済システム導入のねらいの一つは，
住民への消費物資の供給を質量共に高めるだけではなく，住民の消費物資購
’入自体を増加させることであった。その場合，問題となる消費物資は，食料
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品などではなく，工業製品なのであった。実際，ウルブリヒトによれば，新
経済システムが導入される以前には，人々は収入の半分以上を工業製品にで
はなく，食料品や嗜好品に支出していたのである〔5了）。近代的でもなければ，
健康面からみても好ましくはないこうした消費状況を転換して，工業製品の
大規模な供給とその購入一消費による豊かな消費生活を作り出すこと，ここ
に消費生活に関わる面での新経済システムのねらいがあったといえるだろう。
上に述べたように，そのためにウルブリヒトは人々の購買＝消費意欲を刺激
するような製品を作り，供給する必要性を強調したが，64年7月に政治局
が自由ドイツ労働組合（FDGB）や経営の代表者を招いて行った会議を閉じ
るに当たり彼は，「多様な，技術的に申し分のない高品質の製品を安定した
価格の下で」生産することを，企業の課題としてまたもや提起していた㈹。
このような課題の提示は，DDRの計画経済の下で形成されてきた「消費者
の希望をあっさりと無視し，自分たちの決定を商品の購入者に押しつける
」（59）ような製造業者と商店に，根本的な姿勢の転換を求めるものであった。
換言すれば，生産者や販売者による商品供給の一方的な支配を改めることが
求められたのである。他方では，こうした課題の提起はまた，人々の消費性
向の変化にも対応していた。すなわち60年代初期の危機が過ぎ，一
定の安定が始まると，人々は　　いうまでもなく収入に応じていたとはい
え　　モード，材質，価格等々の点で魅力ある商品を購入するようになって
きたのである（6e）。それは，例え西ドイツの「豊かな社会」と同程度ではなかっ
たにせよ，DDRもまた相対的に「豊かな社会」へ移行しつつあったことを
物語るものであった。
　とはいえ，こうした「豊かな社会」の形成にはある問題が潜んでいた。す
なわち，「安定した価格の下で」というウルブリヒトの言葉からも窺えるよ
うに，消費物資の供給とその価格は需要と供給の関係によって調整されるの
ではなく，予め設定された「安定した価格」，つまり固定価格で消費物資の
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供給がなされることが想定されていたことである。ここには補助金によって
価格を支える構図が隠されているが（61），それはまさに，人々の消費性向に合
わせる消費政策こそが，体制の安定化につながるということを表明するに等
しかった。他面では，「安定した価格」が市場の趨勢に任されない以上，新
経済システムの眼目である企業活動の自由にも自ずと一定の限界が生まれざ
るを得ないであろう。こうして，新経済システムはまさに価格政策の面で重
大な困難を抱えていたのである。そしてこの問題は勤労者の所得水準にも関
連していた。
　これまで述べてきたように，新経済システムは個人消費に関わる部分では，
商品の供給を人々の必要に合わせることに一つの力点を置いていた。だが人々
が自らの必要に合わせて商品を購入し，もって豊かな消費生活を作り出すこ
とが出来るためには，それに見合う購買九つまり収入がなければならない。
従って消費生活に関わる第2の力点として，新経済システムは企業の業績向
上を従業員へのボーナスの形で還元することで，勤労者の所得水準を高める
ことを意図した。このような意図は，実際のところ一方に労働強化を招き，
他方には，企業が労働者の賃金上昇を製品価格へと転嫁したため，物価の上
昇を招いていた。消費生活との関連で言えば，ここには明らかに重大な問題
が含まれていた。すなわち，消費財を生産する企業は，需要に見合う製品を
作れない限り，労働者に利益を還元できず，逆に利益還元を図ろうとすれば
往々にして製品価格を上げざるを得ず，結果的に販売が伸びない可能性が生
じてくる。それを避けようとするならば，「安定した価格」を可能にする補
助金に頼らざるを得なくなるが，言うまでもなく，全ての生産分野で，まし
て凡ゆる製品について補助金が支出される訳ではなかった。こうして，新経
済システムは豊かな消費生活を生み出すには，はじめからある限界を有して
いたのである。だが，それにもかかわらず，労働者の間では新経済システム
の時期は「圧倒的に好意的なイメージ」をもって評価されたのである（62）。こ
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こには消費物資の価格が一経済的にはその上昇が当然であったにもかかわ
らず一政治的な理由から低く抑えられていたことが反映しているだろう。
相対的に収入の低い労働者にとって，物価水準が低く抑えられるということ
は大きな利益となったからである㈹。
　それでは実際に，豊かな消費生活を達成するという新経済システムの狙い
は果たして現実的であっただろうか。1．メルケルによれば，この時期に
DDRでは耐久消費財の消費がかなり拡大している。表4に示したように，
確かに我々はこのことを確認できそうである。しかしながら，仮に質的な側
面を度外視するにしても，普及率は西ドイツに比べて低かった。その理由の
一つは，耐久消費財の普及が価格と収入によって操作されていたことにあっ
た㈹。換言すれば，消費者の行動が耐久消費財の価格に影響を及ぼすことが
なかったのである。従って，価格に見合う収入のある世帯以外は耐久消費財
を購入する余地が極めて乏しかったのである。要するに，高級モード商品が
高額所得者の現金収入を吸収する機能を果たしたのと同様，耐久消費財につ
いてもその普及にはある限界があったと言えよう。このことが，生活必需品
を「安定した価格」で供給すること，つまり補助金によって価格維持を図る
ことの，盾の半面であったは言うまでもないだろう。
　ウルブリヒトが指摘するように，人々は収入の多くを食料品などに支出し
表4　耐久消費財の普及（100世帯中の保有率）
品　　目 1955 1960 1965 1970
自家用車 0．2 3．2 8．2 正5．6
オートバイ 10．8 12．7 16．5 19．4
モペッ　ト 一 一 16．1 22．3
ラ　ジ　オ 77．1 89．9 86．5 91．9
テ　レ　ビ L2 16．7 48．5 69．1
冷　蔵　庫 0．4 6．1 25．9 56．4
洗　濯　機 0．5 6．2 27．7 53．6
（出典）　Stαtistisches　／ahrbuch　der　1）1）R　1968，　Berlin（0．）1968，　S，191
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ていたが，重要なことは，このような傾向がじつは，人々にとって耐久消費
財やその他の工業製品の価格が高すぎるか，あるいは全く手のでない水準に
あるか，このいずれかの状態を反映するものであったことである。例えば
1962年に，130～40Lの冷蔵庫が1450マルク，21～3インチのテレビが
2050マルクであったのに対して，労働者の月収は税込みで602マルクであっ
た。おなじく，1969年には月収が734マルクであったのに対して，冷蔵庫
1250マルク，テレビ1760マルク，車7850マルクであり（65），明らかに，こ
れらの耐久消費財の価格は個々の労働者の収入に比べて，高く設定されてい
た。従って，耐久消費財の価格が引き下げられない限り，あるいは労働者の
賃金が大幅に増えない限りは，耐久消費財の消費が増大することはあり得な
かった。加えて，耐久消費財の生産自体も，需要に追いついていなかった㈹。
いずれにせよ，生産コストの削減なしには，耐久消費財価格の引き下げも賃
金の上昇も不可能であった。だが，抑も耐久消費財以外の消費財に関して，
価格を一定水準に固定化しているような状態では，耐久消費財に関して生産
コストを削減することは難しかったし，また耐久消費財の普及拡大は，資源
に乏しいDDRにとっては，それだけでも困難なことであっただろう。こう
して，新経済システムの下での耐久消費財の普及には限界があったといわな
ければならない。
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第2章消費生活の実情とその認知
はじめに
　国民の消費生活に関連して，DDRの社会はしばしば「不足の社会」
Mangelgesellschaftと呼ばれるが（1），それは単に物が不足しているという
ことだけではなく，商品の品質の悪さ，また選択の乏しさをも意味していた。
だが，こうした意味での「不足」は客観的な問題であると同時に，主観的な
認知の問題でもある。客観的に物が不足するということと，人々がそれを意
識するということは，必ずしも同じではない。まさにそうであるが故に，人々
が「不足の社会」をどのように認識していたのかを調べることは，「不足の
社会」における人々の消費生活，消費行動のあり方を知る手がかりを与えて
くれるだろう。とはいえ，新経済システム（N6S）の導入により，経済が
比較的順調に発展していた1968年においてすら，人々が日常生活の中でもっ
とも強く怒りを感じるのが「買い物に際して」であったことは（2），「不足の
社会」という事態が人々に日常的に感じられていたことを物語るものであろ
う。ただし上に述べたように，「不足の社会」とは単純に，文字通りの意味
での「物不足」だけを意味していたわけではないことは，注意されねばなら
ない。総じて，社会主義的計画経済の下で物不足が生じるのは，計画する側
において必要な消費財とされた物が，消費者にとっては必ずしも必要ではな
いという，生産と消費の矛盾によるところが大である。言い換えれば，人々
の消費を計画的生産によってコントロールしうるという，計画経済の根底に
ある想定と人々の欲求との矛盾である。この矛盾の故に，商店には（不要な）
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商品が大量に在庫する一方で，人々が必要とする物は存在しないか，少数し
か手に入らないということにもなるのである。
　さて，DDRにおいて人々が「不足の社会」の中での消費生活をどのよう
に認識していたかを示す史料には様々なものがあり得る。だが本稿で主に用
いるのは，1）DDR国民が大統領W・ピークや国家評議会，閣僚評議会，
SED等に対して行った請願や陳情，テレビ局や雑誌に当てて出した投書，
2）SED中央委員会の商品供給に関する部局（Abt．　Handel，　Versorgung
und　Aussenhandel）が政治局に提出した国民の消費生活に関する報告，3）
SEDが行った消費生活に関する世論調査，などである。我々はこれらの史
料を用いて，まず第1に，消費生活に関する認知の枠組みがいかなる特徴を
持っているのかを，主として1）の史料によりながらみておこう。第2に，
1953年6月17日事件の場合と同様，DDRを破滅の危機に追いやった
1959～62年の供給危機の様子と，それが人々にどのように受け止められてい
たのかを，主として2）の史料を用いて調べてみよう。第3には，3）の史料
を中心に新経済システムがどのように受け止められていたのかを観ておこう。
第1節　消費生活に関する認知の枠組み
　L　はじめに，この節で取りあげる請願，陳情，投書等々のもつ史料的な
意味を確認しておこう。
　1989／90年の東ドイツの崩壊以降，『かつての社会主義体制の下で主として
国家公安局（Stasi）によってなされた国民に対する監視と，その結果とし
ての人々の精神生活の中に生じたゆがみについての圧倒的な印象を前提とす
るとき，社会主義時代に人々がどこまで自由に意見表明をなしえたのかとい
う問いに対しては，否定的な答え以外にないように思える。本稿との関連で
言えば，我々が消費生活に関する人々の意識を知る手がかりとしようとする
投書，請願，陳情その他の史料には，どこまで信愚性があるのか，という疑
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問が生じることは当然である。DDR時代に東ドイツの人々は，私的な親密
圏においてのみ比較的自由な意見表明をなしえたのであり，そうした親密圏
を一歩外に出るならば，体制に同調せざるを得なかったという，「壁寵社会」
論が説得力を持つゆえんである。
　だがウルブリヒト時代の東ドイツについて「壁寵社会」論を機械的に当て
はめることが出来るかどうかについては疑問も残る。まず第1に，自由な意
見表明が全く封じられていたとするならば，本稿でも史料として用いるよう
な詳細な世論調査が，何故繰り返し行われたのか。それらの結果は公表され
ることなく，SEDの上部機関にのみ知らされていたものではあったが，人々
は多くの問題について，しばしば非常に率直に回答しているのである。そし
て，党や国家が政策を策定するに当たり，ぞうした調査の結果が考慮された
と信ずるに足るだけの根拠はある（3）。第2に，この節で取りあげる国家機関
やSEDに対する請願，陳情，テレビ局や雑誌への投書等において，人々は
何故生々しい声を寄せたのだろうか（4）。
　このように考えるとき，我々は請願や投書，あるいは世論調査等に現れた
国民の声を，必ずしも操作されたものとばかりみる必要はないだろう。むし
ろ例えば，投書のきっかけとなったテレビ番組と，そのテーマに合わせた番
組制作者側にある一定の自由な活動の余地の中に，投書者は社会の現実に関
して一定の意見を形成しているとみても差し支えないだろう。あるいはまた，
テレビや雑誌で取りあげられる投書が非常に注意深く選別されたものであっ
たとしても，ジャーナリズムの側にそうした選択によって国家やSEDに対
して影響を及ぼそうとする意図が働いていた，と見ることも出来よう。こう
した点からすれば，テレビ番組とそれに関わる投書，あるいは雑誌に対する
投書は，DDR社会において一種の「公論」の役割を果たしていたと言える
だろう。なお，DDRにおいてそうした役割を果たしたのはテレビだけでは
なかった。上に述べたように雑誌も重要な役割を果たしていた。とりわけ，
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消費生活との関連で言えば，女性雑誌はしばしば日常生活に関わる投書に基
づく実態調査を行い，投書に関わる状況の改善に向けて積極的なキャンペー
ンを行うことが’珍しくなかった。
　さて，DDR時代の人気テレビ番組「プリズム」（PRISMA）は経済，地
方自治，日常品の供給などに関する視聴者の投書（5）を下に，これらの分野で
現実に生じている様々な問題をルポルタージュし，改善に向けた方策を提案
し，またあるときは関係者の処罰を要求する番組であった。しばしば投書に
対しては番組担当者から返事が寄せられ，またそうしたやり取りに基づく特
集番組も組まれた。もしも東ドイツが「壁寵社会」であったとするならば，
この番組はまさに「壁寵」の外にある「公論」をなすものであったといえよ
、う。人々がこの番組のために出した投書は，人々の社会に対する意識の表現
であり，また公正さや秩序に関する人々の観念を表すものでもあるから，そ
こから我々は人々がどのような社会を正常な社会と考えていたかを把握する
ことも出来るであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　この番組が始められる以前に，そしてその後もDDR崩壊まで，　DDR国
民が上述した日用品の供給その他の問題に関する自分の意見を述べることの
出来た重要な手段は，大統領あるいは国家評議会，さらには様々なレヴェル
でのSEDへの請願あるいは陳情であった。　DDRの全世帯が一度は請願あ
るいは陳情を行い，それはDDR国民に独特の行動様式あったといわれる（6）。
請願あるいは陳情がDDRの国民にとって重要であったのは，請願や陳情を
受けた国家やSEDの諸機関が実情を調べ，場合によっては必要な措置を執っ
ていたからである。それはある意味ではDDRにおける民主主義の証とも言
うべきものであった。ただし，この点を過大に評価することには注意しなけ
ればならないだろう。なぜなら，陳情を受けた国家機関が国民の声に正しく
反応するとは限らない，つまり解答を与えないことも珍しくはなかったから
である。この請願を分析した1．メルケルとF．ミュールベルクによれば，
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1950年代を通じて，住宅問題，食料をはじめとする生活必需品の供給状況
と，消費物質の供給問題が，投書や請願のテーマとして取り上げられること
は，次第に少なくなっていったω。このことは一方では，終戦直後に比べて
状況が改善されてきたことを反映してはいたが，他方では，こうした問題が
解決しがたいものであることを示しており，従って，投書や請願が少なくなっ
たことは人々が状況に満足したのではなく，むしろ諦めをもってそれを受け
入れたことを意味するだろう。国民の請願に付着するこうした性格は1960
年代から始まった「プリズム」への視聴者の投書についてもいえることであっ
た。加えて，所詮改善のしようのない問題，つまり資源が不足していたり，
あるいはSEDが取り上げることを望まない問題に関しては，例えば「プリ
ズム」でテーマとされることもなかったから（8），上のような問題に関する請
願や投書が次第に減少していくことも，また当然であったともいえるだろう。
だが，それにしても陳情や請願，あるいは投書自体が，現実に対する人々の
認知のありようを表しているのであり，またそうした認知に基づく行動が日
常（史）を構成している以上，テレビをはじめとするマスコミへの投書，あ
るいは国家もしくは政府への請願や陳情は，人々の消費生活の実態を知る上
でも，重要な史料となるであろう⑨。
　2．我々はこれまで，DDRにおいて消費生活の発展が，1）終戦直後ある
いは戦前状態との比較，2）西ドイツとの競争や比較という枠組みで，国民
と政権担当者によってとらえられていたのを見た。ここでEミュールベル
クらが行った研究の中で紹介されている請願，陳情及び投書から，請願者や
投書者がDDRにおける消費社会のあり方をどのような枠組みでとらえてい
たのかをみておこう。
　a．引照基準としての戦後
　既に繰り返し述べたように，DDRにおいては1958年にようやく食料品の
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配給制が廃止されたが，そのことは決して日用品の供給に最早何の心配もな
くなったことを意味しはしなかった。現に，1961年8月のベルリンの壁構
築を余儀なくされた原因の一つは，食料品をはじめとする生活必需品の不足
にあった。しかしそうではあっても，配給制の廃止は，徐々にではあるが，
DDRの生活が安定しつつあることを意味していたのである〔’°）。そういう中
で当然の如く，国民は生活の一層の向上を求めた。だが，現実は必ずしも希
望通りという訳にはいかない。ある投書者は，35名を招いて行われる結婚
披露パーティの準備に必要なバターとコンデンスミルクを入手しようとして
諸方を探し回ったが，それぞれわずか1パック，コンデンスミルク1本しか
得ることが出来なかったことについて，カール・マルクス・シュタットの商
業・供給局に当てて投書したのである。その際投書者が自分の要求を根拠づ
ける論拠として持ち出したのは，今や「何もなかった」敗戦直後ではなく，
人々が必要とするときには「十分に与えることの出来るほど豊かな」社会に
DDRがなっているということであった①。明らかに投書者は社会主義が発
展しているという党や国家の宣伝を逆手にとって，宣伝と実態とが一致しな
いことを，批判しているのである。その際，何も物が存在しなかった戦後の
1946年が，社会主義社会の「豊かさ」を図る引照基準となっていることは，
かえって社会主義社会の「貧しさ」を，この上なく明確に示していると言え
よう。つまりこの投書は，本来存在してしかるべきバターやコンデンスミル
クのような物さえ，未だなお敗戦直後並みにしか存在しないような，DDR
「社会主義」の基礎の脆弱さを明らかにしているのである。政策担当者の側
が敗戦直後の状況に比べた現在の状況の発展を強調するのに対して，この投
書者は逆に発展していないことを浮き彫りにしたのである。これは国民と
SED及び国家指導部との乖離を十分に示唆しているだろう。1963年にジャ
ガイモの供給不足を訴えた請願者もまた，1945年を引き合いに出して，社
会主義の下ではジャガイモの供給不足があってはならないとしていた（12）。こ
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のように終戦直後を引き合いに出すことはまた，「西ドイツに追いつき，追
い越す」というDDR消費政策の基本方針が如何に非現実的であるかをも明
らかにするものであった。ウルブリヒトが失脚した後，ホーネッカーの下で
「経済政策と社会政策の統一」というスローガンが掲げられ，消費生活の向
上に党と国家が全力を挙げるようになるのも，終戦直後や西ドイツとの比較
が，DDR社会主義発展の指標となるのではなく，場合によってはその基礎
を揺るがすことになりかねないからであった。
　b．公正さ
　上に述べたように1960年代に入ってなお，基本的な食料品ですら不足す
る社会にあって，乏しい物資が不公平に配分されるならば，言い換えれば，
乏しい物資を入手する機会が人々に公平に保証されていないならば，そのこ
とに怒りを感じる人間も出てくるであろう。次の請願はそれを示している。
　　「自家用車で買いに来る人間，つまり実業家には商品が包んで渡されて
　いる。販売所の責任者と店員は，人が必要としているものは用立てずにい
　ながら，わずかな品物を，上客に数えられるいわゆる「実業家」に対して
　だけ売っているのである。このような店の人間は当然その職から解任され
　てしかるべきであると思う。」（13）
ここにあげられた事態は，いわば商慣習としてはあり得ることであるにせよ，
物が不足している社会では耐え難いことであり，まさにその社会には公正さ
が欠けていると人々に感じさせたであろう。そればかりではなく，それはま
た公平な配分を理念とする社会主義の観念にも反する。つまり，この請願は
問わず語りに，現実のDDRが社会主義社会の理念に合致していないことを
明らかにしているのである。
　DDR社会の根本的な問題点の一つは，こうした社会主義社会の理念に反
する不公正さが，特権と結びついていたことである。消費生活に関する人々
の怒りも，ここに向けられる。1962年にテレビ局に当てられた次の投書が
　（841）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89
　　　　　　　　　　　　政経論叢　第72巻第6号
それを示している。
　　「経営，国家，党の官僚たちは一体何故，またいかなる理由で，国家の
　費用で，国家　あるいは人民所有の車を私用に使うことが出来るのか。我々
　企業の従業員たちは，私がこの問題に関して話した限りでは，こうした官
　僚たちは自分の給料で車を買えるはずであるし，また車の維持にかかる費
　用も自分で賄えるはずだと述べている」（14）
この投書は，1960年代に入って，一方で深刻な食糧不足がありながらも，
他方では人々の関心が耐久消費財，特に自家用車に向かい始めていたとき，
それを入手することの出来ない苛立ちが，特権への批判となって現れている
ことを示している。実際1960年代以降，請願や陳情の主要なテーマの一
つは，待機時間が長くなる一方の自家用車の購入に関する問題であったとい
われる（15）。
　以上のように，請願や陳情または投書は，消費生活の中に現れた公正さの
観念に反する事態，社会主義の理念に照らして納得しがたい事態，社会主義
の名の下に存在する特権などに対する，人々の怒りを表していたのである。
言い換えれば，消費生活の現実に関する公正さの観念を基軸とする人々の認
識は，DDR社会主義の現実に対する鋭い批判を内包していたのである。そ
の意味で，消費生活のありようは現代社会主義の根幹に触れる問題であった
のである。
　なお，消費に関連する人々の怒りは，供給の不平等さとその背後にある特
権だけに向けられたのではない。例えばバターミルク（脱脂乳）のような食
料品を手に入れるために，仕事を休んで行列しなければならないこと，ある
いは行列することで多重負担に苦しむ女性の負担がなおのこと深刻化するこ
と㈹，食料品の場合，品物の質が悪いばかりか，目方が著しく不足するこ
と（17）なども，人々が絶えず不満を持ったところであった。我々はこれらの
ことについては，後にさらに詳しく検討するであろう。
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　以上の若干の例でもわかるように，しばしば「不足の社会」と言われた
DDRにおける消費生活のありようは，実は物の不足自体だけではなく，む
しろ物の消費の仕方，消費に関わる人々の行動を，人が如何に理解するかに
かかっていたのである。
第2節　供給危機一壁の建設前後
　SED中央委員会の商品供給に関する部局（Abt，　Handel，　Versorgung　und
Aussenhandel）は，折に触れて国民の日常生活に関する様々な調査を行い，
その結果を政治局に報告していた。それらは国家の消費政策形成の基礎的な
素材となったのである。我々はそれらの報告をみることで，特に1961年8
月になされた壁の建設前後の劣悪な経済状況の中で，生活状況について人々
がどのように考えていたかを，ある程度理解することが出来る。中でも
1962年は生活物資の供給不足からDDRの体制が危機に陥った年であり，
SEDは深刻な危機感を持ちながら，住民の不満がどこにあるのかを探るこ
とに懸命であった。以下に，この調査によりながら，1959～62年の供給危
機が人々の意識にどのように作用し，それがDDR社会主義を揺さぶった様
をみてみよう。
　1．1958年から始まった社会主義化の強行は，1953年の場合と同様，東
ドイツ経済を再び重大な苦境に立たせることになった。中でも自作農を協同
組合へと組織化していく農業集団化の強行は，農民の大量逃亡を引き起こし，
食糧の供給危機をもたらしたのである。また，SEDは労働生産性の向上を
常に工業発展と生活水準向上の前提条件としてきたが，この度の危機の中で
は工業の生産性が大幅に向上しているときでさえも，労働者と農民の実質賃
金がかなり下がるなど，社会主義化による経済の弱体化には抜き差しならな
いものがあった（18）。特に1961年から顕著になった食料品の供給不足は深刻
であった。肉と卵は「顧客カード」制の導入により「事実上配給化され」，
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肉類そしてバターについての消費抑制措置が採られた。ソーセージについて
は水分を増やすことで品質を落とし，生クリームをはじめとする高価な乳製
品の製造は禁止されるなどして，肉類と乳製品の消費はぎりぎりまで抑制さ
れたのである〔且9）。しかも消費の抑制は，ポツダムでの場合のように，商店と
配給機関を通して行うことが出来ず，警察の中に作られた特別委員会によっ
てなされる場合さえあった⑳。警察が行政に代位したことからも，危機が如
何に深刻であったかが窺えよう。
　こうした状況の中で人々の間には様々な噂が飛び交うようになる。例えば
ドレースデンやハレでは，農民が自らバターを作るようにという指示が出さ
れたといわれ（2D，また多くの地区でDDRから西ドイツ，チェコスロヴァキ
ア，ソ連ヘバターが輸出されているという噂も拡がっていたm）。このような
噂の広がりは，DDR国民にとってバターの持つ象徴的な意味の重大さを示
すものでもあろう。肉類についても外国との関連での噂が拡がる。すなわち，
ロイナやブーナなどの化学工場では，ソ連での肉類の値上げがDDRでもさ
らなる価格引き上げをもたらすであろうという，不安の声が上がっていた。
いうまでもなくそれは，1959年から始まったDDRの経済7力年計画がソ連
の経済7力年計画に連動していること（23）を，反映するものであった。人々
はDDRがソ連と密接に結びつくことは，必ずしもDDR国民の利益とはな
らないことを，文字通り，胃の脇を通じて感じていたのである。
　人々の間にこうした噂が拡がっていったのは，単に供給不足による不満か
らだけではなかった。東ドイツの供給危機が深刻化したこの時期は丁度，
1958年11月のフルシチョフによるベルリンの地位を巡る外交攻勢から始ま
り，62年秋のキューバ危機に至るまでの国際関係の緊張と重なっていた。
いうまでもなくドイツにあっては，それはベルリンを焦点としていた。
DDRでは人々は，この国際緊張の激化と自国における食料品をはじめとす
る生活必需品の供給不足とを結びつけたとき，そこに戦争の危機を感じたの
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である。例えば，壁が建設される一月ほど前の61年7月にポツダムでは，
バターの顧客リスト制の導入について，「戦争が迫っていることの兆候であ
る」という声が上がっていた（Pt）。更に壁が建設されたあとの61年10月には
小間物の価格が大幅に値上げされたが，それを受けて，「これからはあらゆ
るものが高くなるだろう。なぜなら防衛準備のための手段が必要なのだから」
と，人々は語っていた㈲。注意すべきは，このように供給危機を戦争と結び
つける議論は，ただにフルシチョフの外交攻勢に始まる国際関係の緊張だけ
がきっかけとなっていたのではなかったことである。それはまた過去のヒト
ラー時代の記憶とも結びつけられていたのである。「戦争を始める前にヒト
ラーもまたバターの配給を始めたさ」という声が上がり（26），ある場合にはそ
れはSED体制に対する隠れた批判となった。次の声はそれを示している。
すなわちカール・マルクス・シュタット（＝ケムニッツ）では，「バターに
代えて大砲を！」というスローガンが，次のようなコメント付きで拡がって
いたのである。「ゲッペルスにはそれをはっきりと言うだけの勇気があった
さ」⑳と。以上のように，食料品をはじめとする生活必需品の不足と価格の
上昇に関する人々の不満は，一方では世界情勢についての不安と結びつき，
他方では過去に引照することで体制に対する隠れた批判とも結びついていた
のである。既に見たように，人々は現状が敗戦直後と変わらないとする主張
をもって，社会主義体制への批判を表していたが，ここでも同様に，過去は
現在を裁断する基準として生きていたのである。
　2．それでは人々は日用品の値上げ，食料品の不足等，供給問題の背景を
どのようにとらえていたのであろうか。史料は住民の間に問題の正確な把握
があったことを窺わせる。まず第1に，食糧供給不足の原因としては，これ
を農業集団化に結びつける意見が拡がっていた（28）。農業集団化は1959年か
ら始まったが，繰り返し述べたように，それは多くの農民の西への逃亡を促
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し，結果的に食糧危機を拡大させたのである。そうした状況の中で，人々の
間では農業集団化を行っていないポーランドを引き合いに出す意見が少なく
なかったし，また農業集団化に消極的であったK．シルデヴァーンやF．オェ
ルスナーを良しとする意見もみられた（29）。
　人々が供給危機の背景として取りあげたもう一つの点は，1961年8月の
壁の構築であった。端的に「壁の建設費用を払わねばならないのだから」（3e）
という意見がある一方で，何故，国民に負担を押しつけるのだという不満の
声が上がったのはいうまでもない⑳。だがそこには諦念のようなものもみら
れ，ベルリンの壁が建設された「8月13日以降は（SEDは）我々に対して
何でも出来る」㈹という人間もいた㈹。また壁の構築による東西の分断は，
特にベルリンとその周辺地域の少なからぬ人間にとっては，西からの商品流
入が途絶えることを意味していたから，それはまさに物不足を引き起こすも
のであった。こうして，生活必需品の供給状況と壁の構築とを結びつけるの
は，いわば当然のことであったといえるだろう。
　3．それにしても一体何故，人々の不満が高まったのであろうか。食料品
を中心とした生活必需品の急激な供給不足，壁の構築による西ドイツとの分
断の固定化という事態がある以上，この問い自体が一見したところ無意味に
見える。だが，史料を検討してみると，そればかりではない事情が見えてく
る。我々が注目しておきたいのは，生活必需品のこの極端な供給不足の中で，
耐久消費財の供給が増加していたこと，及び，慢性的な衣料品不足にあった
DDRにおいて，まさにこの時期に高級モードの供給が大々的になされるよ
うになったことである。
　DDRにおける耐久消費財の普及は，　BRDにおけると同様，1950年代後
半から始まり，その質の悪さからして，抑も普及が拡大するかどうかについ
ての不安がある中㈹，それでも着実にその消費は拡大していた。次にあげる
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　　表5耐久消費財の普及
195519601963 1964196519661967 19681969 1970
自家用車 0．2 3．2 6．5 6．1 7．1 9．4 11．0 12．315．6 17．3
オートバイ 10．8 12．7 16．8 15．616．0 17．3 18．0 18．419．4 19．5
モペッ　ト 14．3 13．4 14．9 16．918．3 19．522．3 23．5
ラ　ジ　オ 77．1 89．9 92．6 86．4 86．7 87．389．3 90．5 91．9 92．8
テ　レ　ビ 1．2 16．7 38．4 35．8 42．2 54．0 60．0 63．669．1 7L7
電気冷蔵庫 0．4 6．1 16．2 15．1 20．4 31．5 37．743856．4 62．3
電気洗濯機 0．5 6．2 18．4 17．1 22．4 32．938．1 44．0 53．658．4
（出典）　Statistisches　Jahrbuch　der　DDR　1972，　S．354．
　　　Vg！．，　DY30／3714／B1．210；DY30／3337／BL271；DY30／5200／B1．139
表6　耐久消費財の受注台数と取得までの待機時間
1．L1960 1⊥1961 15．9．1961待機時間（年）
自　家　用　車
?@　濯　　機
e　　レ　　ビ
竅@　蔵　　庫
750
P452
U664
W30
1339
P878
W615
Q676
1945
Q502
X706
R180
約6年
Q．5
@5
@3
（出典）　SAPMO・BArch，　DY30／IV　2／6．IO／130／B1．223－4，
表5はそれを示している㈹。
　このような耐久消費財の普及に関して重要なことは，まず第1に，表6か
らもわかるように，需要と供給の間に大変なアンバランスがあったことであ
る。人々は耐久消費財の購入を望みながらも，実際にはなかなかそれを手に
することは出来なかったのである。第2に，ようやく耐久消費財を購入する
ことが出来るようになるにしても，そのチャンスは誰にでも開かれていたわ
けではなかった。言い換えれば，耐久消費財は国民に平均的に普及していた
のではないということである。むしろ耐久消費財の普及には明白な階層差が
存在していた。例えば，いつの時代にも生産が需要に追いつくことのなかっ
た自家用車の場合は，1960年代半ばの普及率は，いわゆるインテリ家庭に
あっては労働者家庭の6～7倍であったと推測される（3η。こうした不公平さ
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はこの時初めて生じたわけではなく，むしろDDRに一貫していたと推測さ
れる。例えば，ウルブリヒト時代の末期に，国家もまた，耐久消費財のよう
な高額商品がコネや地位の利用によって取得されている事実を確認してい
た㈹。要するに，耐久消費財のような高額商品を手に出来る人間は，なにが
しかの特権を保持していたのである。既にみた党や国家の供給部門に当てた
住民の請願に関するミュールベルクの研究によれば，ある人物が自家用車を
手にすることが出来るということは，しばしば，その人物が社会の重要なメ
ンバーとして認められたことを意味していた。逆に，自家用車を手にするこ
とが出来なかった人間は，自らを重要な存在と理解している限りでは，そこ
に社会的な不利益が働いたと考えがちである。このことからも分かるように，
自家用車は社会的地位の象徴であると共に，社会的不公正さの象徴，あるい
は社会的公正さの観念を逆に照射する尺度でもあったのである（39）。
　他方モードについても，既述の通り，1950年代末からブティックの開設，
高級モードの販売が行われるようになったが㈹，60年代に販売されていた
モード商品の多くは輸入品であったといわれる（4D。61年3月にSED政治局
は衣料品の15％を通常より15～20％ほど価格の高い商品とすることを決定
した（42）。その後更に1962年から高級モードについても値上げがなされたが，
とにかく62年春には全国で約30のブティックがオープンしていた。「イヴォ
ンヌ」，「ジャネッテ」，「シック」，「ペンギン」，「ピッコロ」，「シャルマン」，
「マドレーヌ」などと名付けられたそうした店は，いうまでもなく購買力の
ある人々を対象とし，その保有現金＝余剰金を吸い上げることを目的として
いた。ただし，伝統的にオート・クチュールの顧客であった上流階級の人間
はDDRには既に存在しなかったし，また資本主義国であればモードに敏感
であるはずの中産階級にしても，DDRにおいては階層としては存在してい
なかった。重要なことは，それにもかかわらずそうした高級モードの消費が
実際に伸びていたことであった。言い換えれば，DDRに資本主義社会とは
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異なるものの，ある種の「豊かな」層が生まれていたことになる。それだけ
ではなくまた，高級モードの消費拡大は，DDR社会がいわば労働がすべて
の社会から，次第に消費が重要な意味を持つ社会へと転換し始めていたこと
を示してもいた。だが他方では，例えば1960年春の調査は，多くの人々に
とって，抑も衣料品に支出を振り向ける余裕がないことを明らかにしてもい
た㈹。ここでも耐久消費財の場合と同様，消費における階層差がはっきりと
現れていたのである。しかもそうした階層差は社会の不公正さと結びつく側
面も有していた。従って，消費が重要な意味を持つ社会への転換は，さしあ
たりは社会主義の理念に反するような不公正さを残したまま，あるいはそれ
を前提として始まったと考えられよう。
　以上のように，食料品を中心とした供給危機の時期は同時にDDRにおけ
る耐久消費財の普及が始まった時期であると共に，高級モードの展開に象徴
されるように，消費社会への転換が始まった時期でもあった。だが，こうし
た社会的な変化は，当然のことではあるが，社会全体で一様に生じたのでは
なく，階層差を伴っていた。そしてそのことは社会的不公正という深いルサ
ンチマンの感覚を少なからぬ人々の間に残していたのである。この点につい
ては先に請願や投書でも見てきたところであるが，まさに，このことが供給
不足に対する人々の強い不満を引き起こしたと考えるべきであろう。
　4．最後に我々は，食糧をはじめとする生活必需品の供給不足に対する人々
の不満がどのような形を取って現れたのかを，みておかねばならない。それ
によって，SED指導部が壁建設後もなおしばらくの間は，体制が重大な危
機にあると認識せざるを得なかった理由も明らかになろう。
　まず第1に，人々の消費行動については，大規模な買い出しと買いだめが
行われたことがあげられる。壁が建設される以前は，人々は西ベルリンへと
買い出しに出かけ，その数は60年11月から急増する（44）。そして壁の構築後
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は様々な商品の買いだめが行われるようなる。代表的商品はコーヒー豆，香
辛料であるが（45），しばしばいかなるものであれ，あるものは何でも買いだめ
るという傾向も生まれた㈹。人々のこうした消費行動は，企業や商店が様々
な材料を大量に「備蓄」することで，個々の企業や商店にとっての万一の事
態に備えようとするのと通じる。
　第2に，供給不足への不満が政治に向けられる場合をみておこう。繰り返
し述べたように，DDRの指導部はDDRが西ドイツに「追いつき，追い越
す」ことを目標としてきた。だが既に述べたように，そうした目標の非現実
性は多くの人々の意識するところであり，供給危機に見舞われたとき，そう
した目的の空虚さはなおのこと強く人々に強く感じられるようになる。SED
党員の中からさえも，DDRは西側資本主義に対する社会主義のショウ・ウィ
ンドウとなるなどという前に，供給不足を解消しなければならない，それも
出来ないのに「西ドイツに追いつき，追い越すなどというのは理解できない」
という声が上げられるようになった。ここからDDR社会主義体制への批判
まではあと一歩である。事実「資本主義の方が優れた経済システムである」
という意見が経営内には多く，「我々の下では1949年以来計画でやってきた
のに，経済が一向に改善されないことについて，今日でも何の釈明もなされ
ていない」という批判も聞かれた。事実上の一党独裁の下で責任をとろうと
しないSED指導部への批判が表面化したのである。また，ある党員は「西
ドイツには計画経済はないが，代わりにあらゆる商品がいつでもふんだんに
存在する」と述べていた㈹。計画経済への不信感はきわめて強かったと言わ
ざるを得ない。住民の間からは，供給不足解消のために何故，西ドイツに援
助を求めないのかという声も上げられるようになった㈹。こうした声は，特
に党員や労働者というSED指導部が社会主義の建設においてもっとも頼り
とすべき存在こそ，社会主義に対して強い懐疑の念を有していたことを物語
るものである。まさに，1959～62の供給危機はDDR社会主義の危機であっ
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たのである。
　後述するように，消費生活の面でDDRは西ドイツとの比較の中で自己の
位置を見ざるを得ず，その意味で西ドイツの影であったが，社会主義への以
上見てきたような不信感が拡がった今や，その影も消えそうである。このこ
との中に，この間の危機の深刻さが浮き彫りにされているといえよう。とは
いえ，実際にDDRが倒れるかどうかは，いうまでもなく一つにはDDR国
民の力にかかっていた。61年の初夏から夏にかけて，労働者の反抗的な態
度が拡がり始める。例えばベルリンでは，労働組合の役員選挙に労働者が参
加しなくなり㈹，また各地で労働者がストライキの実行を口にし始めた㈹。
壁の構築から1年たった62年の夏にも，工業地帯では「食べるものがない
なら，働かない」という声が強まり（51），また女性労働者たちは買い物のため
に大挙して職場を終業前に退去してしまう（52＞。以上のように，不穏な動きは
各地で見られるが，周知の通り，1959～62年の供給危機の中では，53年6
月17日事件のような本格的な争乱は起きなかった。この事件の衝撃はまだ
尾を引いていたのである。ハレやライプツィヒではソ連軍が配置についたと
いう噂が流れ，「事態を変えるにはストライキも必要だ」という労働者の声
はかき消されていく㈹。人々は弾圧をおそれたのである。あとに残るのは，
党と国家の指導部に対する怨嵯の声だけである。「供給問題を改善できない
なら，上の奴らは退陣すべきだ」（5‘），「共産主義者よ，俺たちにもっと食い物
をよこせ，それとも6月17日を忘れたのかよ！」，「生産なんぞ，くそ食ら
え！」（55）。
　53年のような動乱こそ起きなかったとはいえ，供給問題の根本的な解決
なしには，体制の存続がおぼつかないのは明かであった。1963年からはじ
まる「新経済システム」は事態打開のためのプログラムであった。
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第3節　「新経済システム」下の消費者意識調査
　1．1963年から始まった新経済システム（NOS）は人々にどのように受
け止められたのであろうか。既に述べたように，新経済システムの狙いの一
つは，消費物資の供給を質量ともに増やし，それによって住民の購買意欲を
刺激すること，その結果として実際に，人々の日常生活の物質的な状況を向
上させることにあった。新経済システムのこうした狙いは達成されたのであ
ろうか。この点について我々に情報を与えてくれる史料は必ずしも多いとは
言えないが，まとまったものとしては，中央委員会付属の世論研究所が
1967年に行った消費生活に関する大規模な意識調査㈹（以下「調査1」）が
ある。この調査は，消費財を含む工業製品価格を企業の自主決定に任せるの
ではなく，行政的措置により官僚的に上から統制する方向へと，新経済シス
テムが大きく舵を切り始めていた1967年夏に（57），SEDの第7回党大会に合
わせて行われた。調査は1967年7月に，ロストック，フランクフルト（オー
ダー），マーグデブルク，ゲラ，ドレースデン，ズールで，約2000名の経営
労働者を対象に行われたが，同年8～9月に同一の調査が上記地域の約1000
名の地域住民に対しても行われた。
　この「調査1」に加えて，1966年秋に実施された生活水準に関する労働者
階級の意識調査（以下「調査2」）を利用することも出来る。この調査は，
ウルブリヒトの下におかれた社会政策に関する作業グループが行ったもので
ある（ss）。この2つの調査はウルブリヒトをはじめとするSEDの指導部が労
働者の動向に注意を払っていたことを示しているが，「調査1」が地域住民
をも対象としていたように，労働者以外の階層も無視されていたわけではな
い。このことは，SED中央委員会の消費財供給に責任を負う部局（Abt．
Handel，　Versorgung　und　Aussenhandel）や，計画と財政に責任を負う部
局（Abt．　Planung　und　Finanzen）が政治局に伝えた「情報」（Informa－
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tion），あるいは同じく中央委員会の党組織部局（Abt．　Parteiorgane）が伝
える「情報」の内容からも明らかである。これらの「情報」はそれを作成し
た諸機関が国民の広範な層から丹念に集めた材料をもとに作られているので
ある。他方，調査の対象となった人々は自らの生活状況に関して，しばしば
驚くほど率直に意見を述べていた。従って，我々はこうして調査1～2や
「情報」から，例え断片的にではあるにせよ，新経済システムが実行されて
いた頃の消費生活に関する住民の意識をある程度までつかむことが出来る。
つまり，新経済システムがどのような成果を生み，それが人々にどのように
受け止められていたのかを，一定程度は知ることが出来るのである。
　2．まず第1に，新経済システムの狙いの一つである国民の消費生活の向
上に関して，人々がそれを実感できていたのかどうかを調べてみよう。調査
1は，自分の経済状態から考えて，昨年と今年では購買力に変化が生じたか
どうか，という質問をしている。いうまでもなく，この質問自体は生活水準
の質的な意味での高低を問うものではない。他方，調査2によれば，総じて
この時期に人々，特に労働者は生活水準の現状を，労働の成果，企業の業績
向上，社会主義の成果と見ていたが（°°），それはまさに，個々の企業や労働者
の利潤または物的関心の追求を容認しただけではなく，重視した新経済シス
テムの狙いに対応していた。しかし生活水準についての労働者のこうした見
方は，後述するように，彼らが現状を肯定的にとらえていることを必ずしも
意味するものではなかった。
　さて，購買力の変化に関する調査1の質問への回答をみると，経営労働者
であると地域住民であるとを問わず，全体のほぼ65％は「ほとんど同じ」
と答えている。しかしながら回答を更に細かくみると，購買力の上昇を認め
ているのは29歳以下の若い層であり，逆に50～59歳では上昇したと答える
比率は最も低いのである。また50歳以上では抑も質問に対する無回答も多
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い。こうした結果からは，年金生活が近づいている比較的高齢者にとって，
新経済システムがさほど大きな利益をもたらしているわけではないことが窺
える。そればかりではなく，経営労働者の中には購買力が減少したと回答し
ている者も少なくない。ただし，これには企業毎に大きな差があり㈹，新経
済システムが　　システムの基本的観念からして当然とはいえ　　企業の業
績格差と勤労者の間の収入格差を作り出していたことを，推測することが出
来るのである。我々が用いている資料からは明らかにならないが，全体的に
言うならば，新経済システムの下では繊維産業，軽工業，食品工業に対する
投資が少なく，結果的にこれらの分野に就労する労働者の賃金水準は低かっ
たのである（61）。いずれにせよ，購買力の減少を実感する者が少なくなかった
ことは，新経済システムが高齢者に対してばかりではなく，勤労者に対して
も大きな利益をもたらしていたわけではないことを示しているだろう。実は，
このことは党指導部にはよく知られていた。すなわち，新経済システムの下
でも労働収入には階級や階層による差があるばかりか，労働収入の面で「最
も低い発展のテンポは労働者階級」の場合であるということが，W．ウルブ
リヒトには伝えられていたのである（62）。要するにこの調査の時点では，労働
者に関する限り，労働収入は経済発展のためのテコとして機能していなかっ
たことになるだろう㈹。
　それにも拘らず，先にみたように，労働者が新経済システムについて好意
的なイメージを持っていたとするならば，それは何に由来するのであろうか。
史料的制約があり，ここでは推測することしかできないが，次のようなこと
は言い得るであろう。すなわち特定の産業分野や企業で生産が向上していた
こと，耐久消費財や高級モードの普及があったこと等々により，比較的多く
の人々が経済発展について楽観的な展望をもっていたのである。このことが
好意的イメージとつながったと考えられる。
　購買力が必ずしも向上せず，また，労働者の賃金の伸びが低いとすれば，
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当然のことながら，倹約して貯金をするというような行動を取る余裕が生ま
れる余地は乏しくならざるを得ない。事実，調査1の回答者の約60％は貯
金をする余裕なしと答えている（M）。それを裏書きするように，経営に就労し
ている人間の39％は「大半の人々はかなりつましい生活をしており，色々
なことをやろうにも出来ない」と感じていた（65）。先に見たように，1950年
代末から耐久消費財の消費が拡大し始めたとき，人々の間には将来の購入に
備えて節約あるいは貯金をするような行動が現れていた。だが，その当時よ
りも経済が発展したと考えられる新経済システムの時期でも，将来に備えて
節約するような消費行動をとれる人間が必ずしも多くはなかったことがここ
からは読みとれる。ここに，西ドイツの場合と同じような消費性向が人々の
間に認められるにせよ，両独間の経済格差の大きさは明らかであった。
　以上みてきたように，新経済システムは住民，特に労働者にとって決して
手放しで喜べるような成果をもたらしたわけではなかった。勿論調査によっ
ては一定の肯定的な評価が現れてくる場合もあった。例えば，1967年初め
にハレやエルフルトで行われた調査（66）では，人々の80％ぐらいは生活を
「まあまあ」と受け止めていた。しかしこのような場合でも，ある種の留保
が人々の間にはあった。例えば調査2においては，「一般的にいえば，日用
品の供給が改善されていること，またその供給が以前よりも需要を考慮して
いること，また質が向上していることは認められている。だがそれには大抵
の場合，次のような批判が伴っている。すなわち，全てはあまりにゆっくり
しか進まず，いつでも色々の品物の供給不足が現れている，と」㈹。ここか
らは，比較的余裕のある人々にとっても，事態は決して満足すべきものでは
なかったことが窺えるだろう。前述したようにDDRの場合，全般的な品不
足の中で，例えば衣料品などについて，高額商品が比較的多く供給されてい
たから，一方で生活水準の向上を認めながらも，他方で購買力の不足を訴え
るというのは，必ずしも矛盾してはいないであろう。つまり，例えば高額商
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品を購入することが出来るならば，生活の向上を実感しうるものを，まさに
それを一供給不足から，あるいはまた収入不足から　　購入することが出
来ないが故に，新経済システムによってもそれほど大きな利益がないと感じ
る人間が少なくはなかったのであろう。実際質の高い商品の供給は増加して
はいたが，それらが売れる限り，企業は価格を高く設定していったから，質
の高い新製品ほど高額化していく傾向が新経済システムの下では強まっていっ
た（68）。当然，それに対応することの出来るだけの金銭的な余裕に欠ける人間
は少なくなく，低所得者ほど購買力における制約が強まっていたのである（69）。
これを要するに，消費に関する根本問題が1959～62年の危機当時から何ら
変化していないということである。いずれの場合も，住民の消費水準を高め
つつ格差を作らないという，社会主義の下での消費政策の基本的な方向が実
現されていないのである。
　3．次に，上に述べたことと関連して，商品の供給状況を人々がどのよう
に感じていたのかを見ておこう。まず全般的なことを確認しておくならば，
DDRでは一貫して生活必需品の質的・量的な意味での不足は解消されない
ままであった。例えば，個人の物質的な利益を刺激することで労働の成果を
拡大させようとする新経済システムは，それなりに労働者の収入を増加させ
てはいたが（表7参照），そのことがかえって供給の困難さ，つまり労働者
表7　労働者・職員の収入（月収，マルク，1960～73）
196019619621963 19641965 1966 19671968 1969 197019719721973
賃金・賞与その他計
剴ｶ手当その他計
557
P4
578
P4
591
P2
599
P5
618
P5
641
P5
653
P6
663
P7
692
P8
717
Q0
749
Q1
776
Q2
806
Q0
827
Q0
合　計 571592603613633 6566 9680710 736770798 825847
（出典）A．Steiner，　Die　DDR－Wirtschaftsreform　der　sechzigert　Jahre，　a．a．O．，　S．573，　Tab．　A．12
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の収入に見合う製品の供給不足を増大させており，このことは新経済システ
ムの責任者にも伝えられていた㈹。我々が利用している調査からは，どのよ
うな品物が特に不足していたのかを把握することは難しいとはいえ，67年
頃までの調査によって，耐久消費財を除くいくつかの商品の供給に関して，
ある程度の情報を得ることが出来る。
　それらの情報源から判断すると，DDRでは食料品，中でも果物類の不足
に不満を感じている人々が最も多く，ついで衣料品の不足に対する不満が強
かった。新経済システムが第2段階に入ろうとする1967年に行われた調査
1によれば，「最近数ケ月」の商品供給状況について，20％以上の人が果物
と野菜の供給状況が「かなり悪い」と答えていた。中でも労働者は30％以
上が「かなり」あるいは「ひどく」悪いと答えていた。家庭にある人間に比
べ，買い物時間の点で不利な労働者の状況がここには現れていると言えよう。
よく知られているようにDDRでは，果物の中でも人々の需要の多いバナナ
やオレンジのような「南国の果実」が特に不足していた。その結果，60年
代末になってもオレンジとバナナの消費量はそれぞれBRDの半分と1／5程
度であった（71）。1988／89のDDR崩壊一ドイツ統一に際してこれらの果物が
「西」の豊かさを示す象徴的な意味を持った背景がここにあった。
　衣料品についていえば，第1に，靴に関しては全体で約45％の人間が
「かなり」あるいは「ひどく」悪いと供給状況を捉えていたが，中でも労働
者ではその比率は57％以上であった。また既製服についても少なからぬ人
が不満を持っており，なかでも労働者の場合に「かなり」と「ひどく」を合
わせれば28％以上にも達していた（72）。地域の住民の場合，その割合は15％
以下であったから，ここには衣料品＝既成服の購入に時間をかけることが出
来るかどうかが，入手しうる製品の質を左右するような状況が反映している
のである。とりわけ問題となったのは衣料品の品揃えの悪さであった。既に
述べたように，新経済システムの開始期にウルブリヒトは消費者の購買意欲
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を刺激するような商品を供給する必要性を強調したが，それにも拘わらず，
新経済システムが実施されていた期間中を通じて，衣料品の品不足一品揃え
の悪さ解消されなかったのである。図3はそのことを風刺したものである。
　以上の点を別として，具体的にどのような品物の不足に住民が特に不満を
感じていたかについては，調査1においては，耐久消費財ではテレビ，繊維
製品の中ではウール製品，靴下，アイロンのいらないシャツ，嗜好品ではコー
ヒーやチョコレートなどがあげられていた㈹。他の調査では以上に加えて更
に，金属製またはプラスティック製の台所一調理用品，盟，家庭用工具，壁
紙，マットレス，子供用の服や靴下，大人用オーバー，ハンカチ，コルセッ
ト，自転車，モペット等々，品不足は生活のほとんど全領域にわたってい
た㈹。以上のように生活に必要な様々な品物が不足するとき，人々の消費行
動も当然それに対応することになる。それは個人あるいは集団によって自ら
の生活を守ろうとする行動であった。我々が既に見た，あらゆる品物を「買
いだめる」傾向もその現れであろう。また消費生活に関わる人々の間の「助
け合い」ネットワークの形成もこうした全般的な物不足に対応する行動であ
　（出典）　Eulenspiege1，　Jg，14，1967，　Nr．　29，　S．13
　図3「高すぎますって？　この上着をお子さんは20年は着られますよ」
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ろうが，ここでは触れない。
　4．このように，経済発展を達成したといわれる新経済システムの下でも，
商品の供給不足は続いていた。当然のことながら，人々の間からはそれにつ
いての不満が出てくる。よく知られているように，自家用車をはじめとする
耐久消費財購入にかかる待機時間の長さは大変なものであり，当然，そこに
は住民の不満が集中した。とはいえ，待たなければならないのは自家用車の
場合だけではなかった。ある投書によれば，例えば家の鍵をなくしたある人
物は新しい鍵を手に入れるまでに2週間もかかったのである㈹。身の回りの
ささやかな，だが大事な物でさえもこうであるならば，自家用車の待機時間
が長くなるのも当然のことではあっただろう。だが，ここで我々にとって重
要なことは，消費物質の供給不足に関わる不満の引照基準となっていたのが，
常にBRDであることであった。
　住民の声をみてみよう。党機関は選挙に際しては，党員のみならず国民の
声を注意深く収集していたが，例えば，1965年秋の人民議会選挙の時には，
経営労働者の間に次のような声があることを，中央委員会の党機関に関わる
部局は把握していた。すなわち「もし党が，西では家賃が高く，交通費も高
いというのなら，同時に，向こうでは全てのものが我々のところよりも安い
ということをいうべきだ。それは女性のストッキングと（製品の一引用者）
よりよい品質に始まり，ナイロンの下着，繊維製品，テレビ，冷蔵庫が続き，
とどめは車だ」（76）。数字は少し古いが，1962年には繊維製品価格は西の1．9
倍，テレビは約2倍，冷蔵庫が約2．6倍であったが，極めつけはナイロン・
ストッキングで3倍を超えていた㈹。
　1967年にハレやエルフルトで行われた生産労働者を中心とした経営での
政治と経済に関する意識調査㈹では，多くの回答者が，近い将来に両独関
係が変化することはないと考え，その意味でDDR＝社会主義の存続を予想
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していたことは決して，社会システムとしての「社会主義」を人々が容認し
ていたことを意味するのではなかった。それはむしろ「社会主義」に対する
人々の「諦め」や「無関心」を示していたと考えるべきであろう。実際SED
指導部もまたそのように受け取っていたのである（79）。このように考えるなら
ば，将来ドイツが統一した場合の社会秩序として「社会主義」を予想する者
が80％近かったこと〔8°）も理解できよう。人々にとって「社会主義」という
社会的・政治的なシステムよりも，日常生活に関わる「物」の供給自体に関
心があったのであり，それがどのようなシステムの下で達成されるかは，ほ
とんど問題ではなかったということである。つまり，「社会主義」は言葉以
上の意味を持たなかったということである。そしてまさに，人々にとって生
活必需品の十分な供給がなされるかどうかが重要であったという点からして，
西ドイツがDDRの人々に対して強い吸引力を発揮していたのである。既に
壁の建設直後にもSED指導部は，「西の高い生活水準がDDRの住民とその
政治的な態度におおきな影響を及ぼしている」ことに，強い警戒感を示して
いたが〔8’），新経済システムによって相対的には供給が安定していると思われ
ていたときでさえも事態に大きな変化はなく，SED指導部は絶えずそれを
意識しなければならなかったのである。こうして，党と国家の指導部も国民
も共に，常に西との比較においてのみ自己の位置を見てきたのであり，その
意味でDDRは西ドイツのいわば「陰」であったといえよう。
　前章で見たように労働者は新経済システムを比較的好意的に受け止めてい
たが，その時期でさえも，人々の目は絶えず西ドイツに向けられ，自らの労
働の成果に対してそれなりの自信を示しながらも，それは必ずしもDDR社
会主義への信頼とは結びついていなかったことを，我々は以上のことから確
認できるだろう。人々の間にはむしろ社会主義に対して「諦め」や「無関心」
が現れていたのである。だからこそ，80％近い人々が統一ドイツの社会シス
テムが「社会主義」となると，お題目のように述べたのである。他方，我々
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は社会主義に対する人々の諦めの中に，DDRにあっては人々が消費生活の
充足を，社会主義というシステムによってではなく，「買いだめ」や「助け
合い」のネットワークの形成という，私的な努力に任せる根拠を見いだすこ
とが出来るのである。
　ところで，序論にも述べたように，SEDの指導部が消費生活発展のモデ
ルとしていたのはアメリカであったが，そのことは人々の意識に即してもい
た。図4は端的に，人々がアメリカ（商品）にあこがれる様を描いている。
人々は自らの生活のむこうに西ドイツどころかアメリカを見ていたのである。
それは同時代の西ドイツの人々と異なるものではなかったが，西ドイツに比
べても経済的に力の劣るDDRにとっては，まさに「見果てぬ夢」にも等し
　　　　　　　　　　　　　　主…と些呈
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かったであろう。ウルブリヒトの後を襲ったホーネッカー政権はアメリカへ
の接近を試み，その終盤が近づくにつれて，そうした努力も切迫したものと
なるが 財政状況の急激な悪化という事態があったにせよ，同時に ?
れは，まさに国民のこうした姿勢からくる圧力の及ぼした結果とも見ること
が出来よう。　’
（1）但し，こうした呼び方自体に含まれる問題性については，1．Merkel，　Utopie
　　und　Beduerfnis，　a．a，O．，．S．10．
（2）　Heinz　Niemann，　Hinterm　Zaun．　Politische　Kuttur　und　Meinungsforschung
　　in　der　DI）R－die　geheimen　Berichte　an　das　Politibuero　der　SEL），　Berlin　1995，
　　S．91．
（3）例えば，SAPMO，　DY30／3714，　Buero　Walter　Ulbricht．
（4）「壁寵社会」論への批判は，例えばF．Muehlbergによっても展開されてい
　　る。Vgl．，　F．　Muelberg，　Wenn　die　Faust　auf　den　Tisch　schlaegt，　Eingaben　als
　　Strategie　zur　Bewaeltigung　des　Alltags，　in：IVunderwirtschaft，　a．a．O．，　S．182．
（5）　テレビ局への投書については，Wir　sind　doch　nicht　die　Mecherecke　der
　　Nation／Briefe　an　das　Fernsehen　der　DI）R，　hg．v．1．　Merkel，　o．J．，　o．0．本書の
　　編者序論には請願についてのまとまった言及もある。
（6）請願に関する研究としては，Felix　Muelberg，　Konformismus　oder
　　Eigensinn？　Eingaben　als　Quelle　zur　Erforschung　der　Alltagsgeschichte
　　der　DDR，　in：MFK，　Jg．19，　H．　37，1996，　S．331－345：ders，，　Wenn　die　Faust　auf
　　den　Tische　schlaegt，　a．a．O．，　S，175－184；ders．，　Eingaben　als　Instrument
　　informeller　Konfliktbewaeltigung，　in：Evamarie　Badstuebner（Hg．），　Be一
　　ノ惣ηz（〃fch　anders．　Leben　in　der　DDI～，　Berlin　2000，　S．233－270；Jonathan　R．
　　Zatlin，　Ausgaben　und　Eingaben．　Das　Petitionsrecht　und　der　Untergang　der
　　DDR，　in：Zeitschn’ft　fuer　Geschichtswissenschaft，1997，　H．10，　S．902－917．
（7）　　VVir　sind　doch　nicht　die　Meckerecke　der　Na　tion　．C　a．a．O．，　S。24．
（8）　Ebd．，　S．32，
（9）Vgl．，　F．　Muehlberg，　Wenn　die　Faust＿，　a．a．O．　s．176．
（10）　その安定を破壊し，人々の生活を混乱に陥れたのは1958年夏から始まった
　　社会主義化の強行であった。
（11）F．　Muehlberg，　Wenn　die　Faust　auf　den　Tisch　schlaegt．，．，a．a．O．，　S。176．
（12）　Ebd．，　S．180．
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　　Industrieprovinz　der」DDI～，　Berlin　1991，　S．97．
（15）　Siehe，　F．　Muelberg，　Eingaben　als　Insrtrumente　informeller　Konfliktbe－
　　waeltigung，　a．a．O．，　S．236．
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　　に，壁によって閉ざされた世界の中で，
　　る姿勢が顕著となっていくが，
　　があっただろう。
（34）　SAPMO－BArch，　DY30／IV2／608／10／BL38．
（35）　DDRの統計は従来からその信愚性に疑問が持たれてきたが，ここにあげた
　　表5も先の表4と若干の食い違いが生じている。ただし，他の様々な証拠から
　　して，1950年代末頃から耐久消費財の普及が拡大していたことは疑いない。
（36）　この表はKreis　SchonebeckとBezirk　Magdeburugの場合を示したもの。
　　なお，車の待機時間は地域によりかなりの差があり，例えばSchonebeckで
　　は約9年かかるのに対してベルリンでは5年程度であった。
（37）　SAPMO－BArch，　DY30／5200／BL139．
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SAPMO－BArch，　DY30／IV2／6．10／130／Bl．60．
Ebd．，　BL59．
Ebd．
壁の構築から数年を経て，次第に経済が安定化していくにつれて，人々．の間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己の利益を最大限に追求しようとす
　　　　　　　　　　　　　　その根底には恐らくここにみられた一種の諦め
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後の供給危機のときだけに見られたのではなく，
たっていた。危機の時にはそれが一層強まったのである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DDRが存在した全期間にわ
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SAPMO－BArch，　DY30／3337／Bl．62．
A．Steiner，　ebd．，　S．315．
SAPMO－BArch，　DY30／5203／Bl．18．
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第3章　消費生活と女性
はじめに
　1961年の12月半ばにSEDの政治局は，　DDRにおける女性の位置につい
て，「女性一平和と社会主義」という「コミュニケ」を発表したω。それ
は壁の構築によって最早西に逃亡できなくなった人々に対して，体制に順応
しやすくなる道を提供しようとするSEDの方針の一環であった。「コミュ
ニケ」の中で政治局は，DDRにおいて女性の力が女性自身と社会の発展の
ために十分に使われてはいない現状を取りあげて，批判した。そこで批判さ
れていることの多くは，結局のところ，DDR崩壊まで妥当し，その意味で，
この「コミュニケ」はDDRにおける女性の位置を知る上で非常に重要な史
料である。少し長くなるが，その主要な部分を紹介しよう。
　　「多くの人々，特に男性の間に社会主義社会における女性の役割につい
　て，未だなお過小評価が存在していること。」中でも「16歳から60歳ま
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での女性の68％以上が働いているにもかかわらず，女性が中・上級の役
職についていないこと，また技術系の教育を受ける女性の数が減っている
ことは問題である。」
　経営をはじめとする社会と国家の諸機関で，党や労働組合また大衆団体
の指導部が，女性の要求に関わる党や政府の決定を実行していないばかり
か，多くの指導的な立場にある女性たちには，母として主婦としてしなけ
ればならないことがあるにもかかわらず，しばしば男性よりも多くの負担
が科せられている。
　「未婚，既婚の女性を助け，その大きな負担を取り除く代わりに男性た
ちは，中・上級の役職に女性を就けることが不可能であることは十分に実
証されている，という議論をでっち上げている。とくに，家事と育児を行
わねばならない女性の就労は国民経済的にも『得策』ではないとか，男性
の方が信用がおけるし，また女性のように『休む』こともないと主張され
る。また女性は男性に比べて技術的，組織的問題や経済的な問題を理解す
るところが少ない，などという「議論』さえ存在している。」こうした議
論は全て，女性と社会の発展を阻害するものである。
　女性の問題を全社会的に議論するにあたり重要なことは，つぎのことで
ある。すなわち「平等とは，同一労働同一賃金を意味するだけではなく，
女性の労働を大切にし，女性に対して丁寧に振る舞うことである。このこ
とが我が国の全市民にとって自明のこととならねばならない。」
　見ての通り，「コミュニケ」はDDRにおいて女性が差別されている現状
をはっきりと指摘し，その原因が主として，性差役割分業についてや，女性
を能力的に劣った存在と見る伝統的な観念に囚われている，男性の側にある
ことを率直に述べている。女性雑誌などで繰り返し取りあげられた問題が，
いまようやく，SEDによって問題とされたのである。だが同時にこの「コ
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ミュニケ」は，女性が家事や育児に関わることを当然とする見方をも示して
おり，その意味では批判される男性たちと，根本的には異なるところがない
のである。また，女性は男性によって「優しく，丁寧に」遇されるぺき存在
であるとされているところなどは，確かに，女性が日常生活の中で男性によっ
てどのようなことを体験させられているかを示唆してはいるが，他面ほとん
ど笑い話といっても良いほど，ステレオタイプ化された男性一女性関係のイ
メージを表してもいる②。このように批判される側と批判する側とが殆ど同
一の地平に立っている点からも，この「コミュニケ」はDDRにおける女性
の位置がきわめて複雑であることを，示唆していると言えよう。
　勿論，ここに述べられたようなことが全て，DDRが消滅するまで変わる
ことなく存続していた，などということはないだろう。例えば，「コミュニ
ケ」が出されてからほぼ10年を経た後に行われた調査によれば，企業の指
導部に女性も入るべきであるという意見を持つ男性も少なくはなかったので
ある。だが果たして，そのように女性の社会的地位の向上を当然とする考え
方は，DDRにおける社会一般の通念を表すものであったのだろうか。この
問題を考えるにあたっては次のような課題を設定することが出来よう。第1
に，このコミュニケで批判されたような女性の現状を，女性自身が，あるい
はまた男性がどのように理解していたのかを明らかにすることである。言い
換えれば，人々が家庭と社会における女性の位置をどのように理解していた
のか，ということである。第2に，そうした理解がこれまで検討してきたよ
うな消費生活のあり方とどのように関わっているのかが，明らかにされねば
ならない。この「コミュニケ」に見る限りでは，性差役割分業的な観念は
DDR社会に広く根を張っていた。そうであるならば，女性たちが消費の問
題に関わるのは，主として家事や育児との関連においてである。女性たちは
家事や育児に関わる消費財の購入を通じて，男性との関係をどのように形成
していったのであろうか。本章ではこれら2つの問題を検討しよう。それに
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よって我々は，これまで見てきたようなDDRにおける消費生活の変化が，
女性の生活とどのように関わっているかを理解することが出来るだろう。
第1節　女性の就労
　1．周知の通り，DDRにおける女性就労率は際だって高く，先の「コミュ
ニケ」が発表された1960年代初めでも，就労可能年齢（16～60）にある女
性の70％近くが働いていた。そして，1980年代末には，学生を含めて就労
可能年齢にある女性のおそらくは90％ほどが就労していたと思われる。こ
れほどの高い就労率となると，就労にはいわば「社会的強制」，あるいは
「義務」としての性格が伴うようになることは避けられないだろう。「労働に
より女性の社会的な解放が可能になる」というイデオロギーは，実際のとこ
ろは，就労のそうした強制的な性格を遠回しに表現したものに他ならない（3）。
だが他面では，就労する女性の側に立つならば，例え「義務」としてではあ
れ，就労によってどのような可能性が女性に対して開かれるか，という問題
が現れてくる。家族を養うに足るだけの収入を得られるか，よりよいポスト
を得るための技術と知識を身につけることができるか，よりよいポストや新
しい社会関係を築くことができるか等々，様々な可能性がそこにはある。い
うまでもなく，就労が女性に対していかなる可能性を開くかは，女性の就労
を取り巻く諸条件によって左右される。そうした条件のうちには，賃金や労
働時間をはじめとする一般的な労働条件，職場で女性が占める位置，特に男
女の位置関係，更に女性が家事と育児に関わることが多いとするならば，家
事や育児の条件，また家庭内での男性との関係などがあるだろう（4）。本稿が
主題とする消費生活の展開という点からするならば，家事や育児に密接に関
係する食料品や消費財とりわけ耐久消費財の不足は，女性の行動にとって大
きな制約となるはずである。男女の平等，伝統的な性差役割分業からの女性
の「解放」が社会主義の重要な理想であるとするならば，女性の就労を取り
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巻く上述したような様々な条件にどのように関わっていくかは，つまり女性
の解放に向けて必要な環境をどのように整備していくかは，社会主義統一党
にとって最も重要な課題の一つであろう。そのように考えるならば，SED
の政治局が女性に関する「コミュニケ」を発表して，女性の置かれている状
況を批判するのも当然のことであった。
　2．さて，SED中央委員会付属の世論研究所は1970年の年末から翌年初
めにかけて，男女合わせて約3500人の就労者を対象に「家庭と社会におけ
る女性の位置」に関する調査を行った（以下「調査A」）⑤。調査結果は，こ
れまで本稿で紹介したその他の調査とは異なり，「厳重に秘密」扱いされた。
それだけこの問題がSEDにとって，あるいはDDR社会主義のあり方にとっ
て重要であるばかりか，微妙でもあったことを窺わせる。以下に主としてこ
の資料を用いながら，女性たちの行動に即した場合に，政治局の「コミュニ
ケ」に述べられていたような女性が差別される事態を，どのようにとらえる
ことが出来るのかを検討してみよう。
　政治局「コミュニケ」にも現れていたように，女性の就労に関しては60
年代初めには未だ否定的な意見が，特に男性の間で少なくはなかった。男性
たちは「女性の同権という考えになれて」いなかったのである。その結果，
「力強い男らしい言葉こそが（夫婦の間の一引用者）雰囲気をきちんとし
たものとするし，（それこそがまた一引用者）男女同権などといっても，
実際に力を握っているのは誰かを（女性に対して一引用者）示すことにも
なる」などという意見が，未だ女性雑誌の投書欄に載ったりもしていた（6）。
だが，こうしたいわばマッチョ志向ともいうべき意見は，60年代を通じて
次第に表には出なくなったようである。とはいえそのことは，実際に人々が
「女性の同権という考えになれて」きたことを意味しているとは限らなかっ
た。例えば，DDRの代表的な風刺雑誌『オイレンシュピーゲル』の1967年
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の号には，「我々はずっと以前から政治と経済の面では社会主義の下にある
が，結婚生活はまだまだ奴隷制のままである」という言葉がのっていたの。
こうした表現は確かに今日でもしばしば男性によっても使われるものである
し，それが掲載された場所が風刺雑誌であったこと，また前後の脈絡もない
ただの言葉であることを考慮してもなお，数年前の上述の投書と同様の，男
性による女性に対する支配を当然視する考え方がDDR社会に根を張ってい
たことが，想像されるのである。そして，このような想像は以下のことに関
わってくる。
　「調査A」によれば，女性の就労について全体としては「本質的に積極的
な見方」が支配的ではあった。つまり，50年代に女性が職場に進出してき
た時に，ポストを失うのではないかという恐れから，女性の職場進出に反対
した男性労働者は少なくなかったが（8），現実に70％近い女性が働いている状
況では最早，女性の就労に対してそうした不安からの表だった反対はできな
くなっていたということであろう。あるいはまた，DDRにおける労働市場
が極端に性別化されており，男女の職場の区分がはっきりとしていたことも，
このことに関連するかもしれない（9）。つまり，女性が女性化された領域で就
労している限り，男性側にはそれに特に反対を唱える根拠がなくなったとい
うことである。
　注目すべきは，女性の就労を拒否する男性の割合が60年代末以降増加し
ており，特に男性労働者にそれが多かったことである。すなわち「調査A」
によれば，男性労働者の15％は女性就労に否定的な見方を示していたので
ある㈹。この調査からは，女性の就労に否定的な見解を持つ男性，特に男性
労働者がどのような職種であるのか，また否定的である理由が何であるかは
定かではない。だが，女性の就労時間を短くする必要を，特に男性の場合，
女性が家事を行わねばならないことに関連づけていること，また男女を問わ
ず，女性が育児のために時間を取らねばならないことをあげていることから
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すれば㈹，伝統的な性差役割分業の観念にとらわれている男性が少なくない
ことが，女性就労への否定的な見方につながっていることが窺えるだろう。
とりわけ，DDR社会の根幹を形成する男性労働者のうちにそうした見方が
少なくなかったことは，社会主義のイデオロギー自体の社会的な浸透力に限
界があったことを示しているだろう。そうであるならば，先の風刺雑誌に見
られた表現は，女性就労に否定的であるばかりではなく，女性に家事と育児
の負担を押しつけて当然とする男性の観念に対する女性側の反発として理解
することも出来る。それと同時にまた，この表現は社会主義が言葉だけとなっ
ている現実を批判するものでもあっただろう。
　言うまでもないことながら，男性労働者の誰もが女性の就労に否定的な見
方をしていたわけではない。女性が就労している場合，家事や育児を分担し
ている労働者家庭も少なくはなかったし（’2），男性のかなり多くは家事を男女
共同で行うべきであると考えてもいた（13）。しかし，女性が育児のために時間
をとることを当然視する意見と，家事の主要部分は女性が行うことをよしと
する意見が，男女を問わず多かったこと㈹を考えるならば，女性が家事や
育児に関わることは，例え働いている場合でも，いわば「義務」であったが，
男性は当人および相手の考え方次第で家事や育児に関わるのであり，その意
味で彼らの関わりはいわば「オプション」であったといえるだろう。逆に言
えば，女性にそうした「義務」がある限り，女性の就労には自ずと制約があっ
たということになろう。他方，家事や育児が男性にとって「オプション」で
あるならば，家事を男女共同で行うべきであるという男性の意見を文字通り
に受け取ることはできない。そもそも，「男性の方が女性よりも多く，女性
の同権について語る」という皮肉㈹からも窺えるように，家事を共同でと
いう男性の主張は建前だけと受け取ることも出来るのである。あるいはここ
で言われる「家事」が何を指すかも不明である。
　上に述べたような様々な問題点があるにも拘わらず，とにかく男性の中に，
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自身が家事や育児に関わることに反対しない意見があるとすれば，その意味
で，就労している女性の負担を軽減する必要を認める意見があるとすれば，
そして他方では，先にみたように，女性の就労に反対する男性労働者がいた
とすれば，そこから推測できることは，男性労働者の職種や経歴によって女
性の就労に関するとらえ方が異なるということである㈹。ただし，本研究で
用いている資料からでは，より詳細な把握は残念ながら出来ない。
　なお，女性の就労や家事，育児の負担に関連しては次の事情も重要である。
すなわち，60年代後半に第3次高等教育改革がなされ，70年代にはいると
女性の大学への進学者が急激に増大してくる（17）ことに典型的に現れてくる
ように，女性の場合は企業内での教育課程への参加も含めて，ただに働くだ
けではなく，教育と技術を身につけることを当然視する傾向が強くなってい
た。このことは女性の側に自らの生き方に関する新たな可能性を求める姿勢
が強まっていることを意味していた。男性が家事や育児にも関わるという意
見が増えるのは，女性を取り巻く状況がこのように変化してきていることと
も無関係ではないだろう。
　ただし，こうした状況がはっきりと形を取り始めるのは，ホーネッカー時
代に入ってからのことであり，我々が扱っている時期について言えば，確か
に働きながらも教育と技術を身につけようとする女性は存在していたが，ま
だ，それははっきりとした潮流となってはいなかっただろう。1960年代半
ばでもむしろ，工場で働く女性の間ではまだ，家事と育児に責任を負わねば
ならない女性は，自分で働くよりも夫に働いてもらい，夫がよりよい地位と
収入を得ることが出来るようになる方がよい，とする意見は少なくなかった。
また，男性工場労働者の間には，女性は結婚して子供を産むのであるから，
フルタイムで働くべきではないし，勉強をする必要などないと考えるものも
多かったのである㈹。このように男女とも非常に強く性差役割分業の観念に
囚われているものが少なくはなかった。そうであるからこそ，そこから離れ
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て，男性も家事や育児に参加すぺきであるとする考えに立つ男性は，もしも
それが単なる建前ではないとするならば，DDR社会の中の新しい潮流を示
す存在であり得たのである。
　それでは，いかなる理由から女性は就労するのであろうか。先に述べたよ
うに，DDRでは女性の就労に関する社会的な圧力はきわめて強かったが，
そうであるからといって，就労する女性が就労を強制によるとばかり受け止
めていたわけではなかった。注目すべきは，半数以上の女性が「家計の足し
にするため」に働いていたことであり，更に全体の3分の1の女性は「自分
の生活もしくは家族の生活を自分でまかなわねばならない」という理由で働
いていたことである㈹。両者を合わせるならば，女性たちの多くは必要に迫
られて働いていたことになる。従って，女性たちが就労を働かねばならない
という一種の社会的な圧力の結果と受け止めていたとは限らないのである。
言い換えれば，女性の社会的な解放というDDR社会主義の根本目標の一つ
は，女性たちにとって，いわば「スローガン」以上の意味を持たなかったこ
とが窺えるのである。
　ところで，一方で必要に迫られて就労せざるを得なかった女性たちには，
他方では，家事と育児の負担がのしかかっていたから，少なからぬ女性はフ
ルタイムではなく，パートタイムの就労であり，その割合は20％に近かっ
た（2°）。中には買い物に時間がかかるが故に，パートタイムで就労せざるを得
ないと答えた人も少なくなかった⑳。だが，パートタイム就労によって，よ
りよい生活のための物質的な条件が確保できるようになると考える女性は，
決して多くはなかったのである（22）。ここには家事や育児という女性に課せら
れた負担が，家計を満たすという女性就労の基本的動機を阻害する構図が現
れていた。言うまでもなく，それはまた女性の二重一多重負担が女性の社会
的な解放を困難にすることをも意味していた。こうして，DDR社会主義に
とって女性の二重一多重負担は，社会主義の理念の上からも，また女性の現
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実からも，解消されるべき課題であったのである。だが実際には，一方に就
労への圧力があり，他方で家事や育児に女性が責任を負うことが当然視され
ているような社会では，そうした多重負担の解消は社会全体で解決すべき問
題であるよりは，就労する個々の女性の才幹の問題であり，夫が家事や育児
に参加することはせいぜいのところ望ましいということに止まらざるを得な
かったのである（23）。
　最後に，就労が女牲にどのような積極的可能性を開くのかという問題につ
いて考えてみよう。「調査A」によれば，就労を女性の経済的な自立や，自
分を高めるためにということに関連づけている女性は，全体で20～22％程
度であった。換言すれば，就労に積極的な意味や可能性を見いだす女性は必
ずしも多くはなかったのである。因みに，男性側から見た場合，女性が就労
するのは圧倒的に家計の足しにするためであり，女性の経済的な自立を理由
に挙げるものはきわめて少なかった。他方，自分を高めるために女性が就労
していると考える男性の割合は女性よりも多かった。これはおそらく，男性
も家事や育児に参加すべきであるとする男性の意見と同次元のもの，つまり
建前と見なすべきであろう（24）。女性の就労理由に関する男女間のこのような
受け止め方の相違は，自立とか同権という考え方が男性にはなじまないもの
であったことばかりではなく，女性の側には，例え少数ではあっても，男性
への経済的な依存から抜け出したいとする志向性があったことをも窺わせる。
勿論，前述したとおり，少なからぬ女性労働者は夫の収入で暮らせるように
なることを良しとしていたのであり，それを夫に対する経済的な従属とは考
えなかったであろう。従って，経済的な自立性を求める女性の存在は，社会
主義的な解放された女性の像に合致する存在ではあっても，少数派であった
だろう。それと共に，就労によっては「自分を高める」可能性はさほど得ら
れないという現実認識が女性の側にあることが，窺えることも重要である。
なぜなら，そこには一つには，職場での男女関係ないしは職場における女性
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の位置が，女性にとって必ずしも好ましくはないことが反映していると考え
られるからである。また一つには，抑も女性にはそうしたことは必要なしと
する伝統的な観念が根強く残存していることも窺えるからである。
第2節　消費生活一買い物，行列，余暇
　1．前節で見たように，DDRにおいては女性の多重負担は，女性の社会
的解放というその喧伝されたイデオロギーにも拘わらず，いわば自明のこと
であった。勿論，個々の女性にとって多重負担を如何に乗り切るかが，その
女性の「才幹」であった以上，負担は必ずしも負担とは受け止められなかっ
たかもしれない。
　ところで女性の生活にとって，家事の中でも特に重要な意味を持っていた
のが買い物であった。買い物にあたって，人々はしばしば行列をする。社会
主義国における行列は有名であり，その物質的生活の貧しさ，生産力の低さ
を象徴していると　　少なくとも西側資本主義国においては　　見なされて
きた。当の東ドイツの人々にとっても，それは異様な光景ではあった（図5
参照）。だがそれでも，人々は行列があれば，そこに並ぶという独特の「消
費文化」を作り出していた。行列はそこになにがしかの品物があることを表
しているばかりではなく，その品物を巡って人間関係が形成されたからであ
る（25）。そもそも品不足と品揃えの悪さとを前提とするとき，DDRの女性，
特に比較的時間のある働いていない主婦にとって，必要な品物を求めて，だ
が可能ならばよりよい品物を求めて，さらには　　第2章第2節で述べたよ
うに　　必要でないものまで求めて，とにかく品物があればそれを買うため
に，いくつもの店を回ることは当然のことであった。それだけでも時間がか
かったが，加えて行列である。買い物は単に買い物ではなく，時間の浪費で
もあった。そしてそのような時間のために，もし働くとすれば就労をパート
タイムにする女性も少なくなかった。しかしまた，買い物は品物がどこにあ
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　　　　　　　　図5　「レジのない社会のかなり長い週末」
るかについての情報を持つことを意味しており，従って，情報を得るための
何らかの手段一多くの場合は人間関係　　を持つことが必要不可欠でもあっ
た。つまり，買い物には情報とそれを得るために手段が伴っていた。DDR
は人々の共助のネットワークが発達した社会であるということはしばしば指
摘されてきたが，それはこのように品物が不足していることの反面であった。
さらに，例え行列しなければならなかったとしても，望んでいたものが得ら
れるならば買い物は喜びでもあった。従って，買い物時間を確保するために
パートタイム就労にするというのは，女性にとってはやむを得ないと同時に，
重要な選択でもあっただろう。こうして行列が独特の「消費文化」であるの
は，それが品物の存在を示すばかりではなく，まさに以上述べたような意味
を伴う行為であったからである。そして，そのような「消費文化」の中で，
多重負担に関わる女性の「才幹」も試されることになったのである。
　他方，フルタイムの就労によって「職業生活の中で自分を高める」可能性
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が女性にもたらされるとしても，そうした可能性は買い物にかかる時間によっ
て大きく制約されていたと考えざるを得ない。確かに大規模な経営に就労す
れば，経営内の販売所で必要品特に食料品を，しばしば，街の商店よりも品
質のよいものを購入することが出来たが，それでも全てを経営内の購買所で
まかなうことは出来なかったし，ましてそうした購買所を持たない小規模の
経営に就労すれば，街の商店で買い物をせざるを得なかった。このような条
件の下で，買い物にかかる時間を短縮することが出来ないとすれば，従って
また行列の解消にも見込みがないとすれば，働く女性は何らかの手段で自分
のための時間を作り出さねばならなかった。その一つが洗濯，特にシーツ類
の洗濯を外部のランドリーに任せることであった。いうまでもなく洗濯，な
かでも「大きな洗濯」は古くから，家事の中でももっとも強く女性の時間と
肉体的な力を奪ってきたから，耐久消費財の普及に時間のかかるDDRにお
いて，かつまたDDRで一般的な洗濯機が乾燥機と一体型ではない，きわめ
て旧式なものであったことを考えるならば，女性がそれを外部に委託しても，
何ら不思議なことではなかった。だが興味深いのは女性のこのような姿勢に
対する男性の反応であり，女性の2倍以上の男性が「洗濯屋は金がかかりす
ぎる」として，洗濯の外注に反対していたことである（26）。少なからぬ男性が，
家事を女性が行うことを当然視していたことが，ここからも窺えよう。
　2．話を行列に戻そう。言うまでもなく，人々は行列の出来る原因が物不
足にあることを認識していた（27）。新経済システムの導入によっても物不足，
それも日常生活に必要な品物の不足は解消されないままであったのである。
ここにはDDRの経済政策に一貫する傾向，つまり消費政策を犠牲にする傾
向が新経済システムの下でも継続していたことが現れていた。それはともか
く，行列には物不足以外にも消費生活の発展に関わる重大な原因があること
をも，人々は把握していた。すなわちその一つは，商店の数が少ないこと，
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あるいはまたそこで働く人間の数が限られていることのように，流通システ
ム自体の不備，第三次産業の未発達ということであった。そしてこのことは
特に都市で甚だしかった。特に週5日制が導入された1966年以降も，土曜
日に開いている商店は百貨店のような大型店だけであったから，商店の数が
少ないことの影響は都市で現れやすかったのである（as）。それ故に，女性たち
の中には買い物のために昼夜交代制の勤務を望む声さえあった（ts）。
　また，商店特に大型店における販売員の客に対する応対の悪さはDDRで
はよく知られたことであった㈹。例えば，ベルリンのある主婦は次のように
述べている。
　　「買い物に行くと私はしばしば店員に面倒がられているような気がしま
　す。私は商店に入ったとき，店員が卑屈で教え込まれたような丁寧さを示
　すのを見るのは嫌いですけれど，客に対する親しみと，仕事に打ち込む様
　子を見たいのです」（31）（図6）
（出典）　Eulenspiegel，9Jg．1962，　Nr．2，　S．2
図6「お客さん，ちょっと待って下さいよ。
　うちは何せ人手不足だものだから」
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しばしばこうした店員の態度が行列を一層長くさせることにもなった。販売
員の応対の悪さはDDRの早い時期から見られて現象であったが，言うまで
もなくそれは，計画経済の下で，需要を考慮することなく商品が供給される
ような「売り手市場」であることと密接に関連していた。そして新経済シス
テム初期の比較的自由な商品供給の時期にあっても，全体としてみるならば
品不足と品揃えの悪さは解消されていなかったから，長年の慣行によって成
立していた店員の応対の悪さは改められることなく，存続していたのである。
他方，品不足と品揃えの悪さは店員の側に客を「選ぶ」余地を作り出しても
いた。前章で紹介した投書にもあるように，店員はおそらくは見返りを期待
して「上客」に「こっそりと」商品を売ることを行ったのである（32）。
　このように見てくれば，行列は特有の「消費文化」を象徴するばかりか，
特権とコネというDDR社会の「暗部」をも象徴していたのである。いうま
でもなく，特権といいコネといい，どこの社会にもあるものであるが，収入
状況を出来るだけ均一にしながら，消費水準を一様に上げていくことで，社
会主義的な公正さを実現しようとするDDRの建前に照らすならば，それは
まさに「暗部」であったのである。そしてそのような「暗部」の存在を人々
が如何に不快に感じていたかは，DDRが崩壊した後，かつての指導者たち
が享受していた「贅沢」に対して人々の怒りが集中したことにも現れていよ
う。ちなみに，指導者の「贅沢」たるや，およそ「贅沢」とは言い難い程度，
つまり西ドイツのごくありふれた市民の日常生活と変わるところがなかった
のである。
　3．買い物に時間がかかることに典型的に現れるように，働く既婚女性に
とっては就労と家事の2重負担，さらには育児まで加わった多重負担がのし
かかってくる。このとき女性にとって，余暇とはどのような意味を持つので
あろうか。周知の通り，資本主義の下では消費生活の発展と余暇の形成とは
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不可分に結びついていた。人々は余暇を過ごす手段を商品の形で手に入れな
ければならなかったし，他方，余暇自体が労働時間の短縮と共に，労働や休
息のための時間からは独立した，それ自体として過ごされるべき時間として
発展してきた。そして人々の消費行動はもっぱらこの余暇の中で果たされた
のである㈹。
　さて，DDRにおいても，耐久消費財，特に洗濯機及び自家用車の普及拡
大と，週休2日制の導入は人々の余暇を増大させていた。週休2日制につい
ては，まず1966年に隔週5日制が導入され，ついで翌67年には完全な5労
働日制が導入された。これに伴い週労働時間も66年までの45時間制から
67年には43．75時間へと短縮された。また16歳以下の子供が二人以上いる
場合には，女性の労働時間は40時間であった。既に述べたように，耐久消
費財への人々の要求は強かったし，また5労働日制にしても，工場内部から
わき上がる労働者の声は最早無視できない強さになっていたのである㈹。い
ずれにせよ，耐久消費財の普及は時間の節約の形で，週休2日制は労働時間
の短縮の形で，それぞれ人々の自由になる時間の拡大に寄与するはずであっ
た。だが，まさに行列の背後に品不足があったように，余暇に関わる消費生
活の発展という面で，DDRにおける余暇の拡大は西ドイツにおけるそれと
は同一ではあり得なかった。加えて，多重負担という条件の下にある女性た
ちにとって，週休2日制の導入は必ずしも余暇を思うように過ごす可能性を
与えるものではなかったのである。すなわち男性に比べればはるかに多くの
就労女性が，仕事の疲れと，家庭の事情，つまり家事や育児のために，余暇
をそれとして過ごすことは出来ないと考えていたのである（35）。そもそも5日
制導入以前には休日は休養のたあに過ごすという女性が少なくなかった㈹。
休日に関する女性たちのこうした受け止め方を前提とするとき，余暇に関す
るこれまでの研究がもっぱら「男性」に焦点を当ててなされていたことに注
目せざるを得ない。G，イルムシャーはこれまでの研究を総括して，「余暇と
　128　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（880）
　　　　　　　　　　東ドイツにおける消費生活の変化
は男性の事柄であった」と述べているが，至言である（37）。実際女性たちが伝
統的に家庭内で果たしてきた再生産の担い手としての役割を，女性から取り
除いてしまえば，その時は自ら家事を行わねばならばならなくなる男性にとっ
ても，さしたる時間が「余暇」として残ることがないのは明かであろう。こ
のように2重負担のもとにある女性にとって，本来の意味での余暇の可能性
が，いささか乏しかったことは否定できない。とはいえ，DDRの就労女性
にとっても，全く余暇がなかったわけではない。土曜日が休みとなれば，そ
の日を如何に過ごすかを休日前から考える人は特に女性に多かったし（38），制
限されていたとはいえ，彼女たちもまた余暇を享受していた。それでは彼女
たちは余暇をどのように過ごそうとしたのだろうか。
　総じて女性は，週休2日制の導入によって生じた時間を，男性に比べると
はるかに多く家族のために，あるいは家事に関わることに使っており，余暇
が女性には十分に存在しなかったことは明かであった。だが，それ以外の時
間，従って本来の余暇については，読書，観劇や音楽会，趣味等に当てる時
間が男性よりも顕著に多かった（39）。言うまでもなく，こうした行動には，必
ずしも大きな出費は必要としないが，それにしてもこうした行動への出費が
あること自体，例えば新経済システムが導入された当時なお収入の多くが食
料品や嗜好品に支出されていたのであるから，そうした状況に変化が生じた
ことを表していた。また，一般に自由な時間を「社会的活動」，つまりSED
や労働組合その他の団体の組織する活動に参加するよりも，「勉強」（Weiter・
bildung）のように自分の目的のためにあてる人間の方が多かったが，特に
女性の場合，これが顕著であった（4°）。上に挙げた余暇の過ごし方もその例で
あろう。ただし「勉強」に関しても，女性におしなべて，そのような傾向が
あったというわけではない。余暇に関する調査によれば，繊維工場のように
圧倒的に女性の多い職場では，女性たちの間で専門教育への要求や関心が著
しく低かった。だが，化学工場のように女性についても交代勤務がある職場
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では，そうした要求や関心は女性の間でもかなり高かったω。ただし，化学
工場における女性のこうした姿勢が，昇進の可能性を求めてのことであるの
か，それとも女性にとってより魅力的な職業に就くための準備であるのかは，
資料からは不明である。このような事例は，DDRにおける就労女性の余暇
に関する研究はかなり複雑なものとならざるを得ないことを示唆しているだ
ろう。
　仕事に疲れ，加えて家事や育児という負担を負わねばならない女性が，休
日に「社会的活動」に参加する気持ちをもてないのは，いわば当然のことで
あろう。逆に男性の方がそうした活動に参加する者が多いということは，家
の外と内で，男女の間に　　意識的にかどうかは不明であるとはいえ一役
割分担がなされていたことを窺わせる。そしてこの推測が正しければ，
DDRにおいては，　SEDについては言うまでもなく，その他の多くの大衆団
体が組織する社会活動が，元来人々を政治的に動員することを狙いとしてい
たとしても，そうした意図は完全に空洞化し，人々の非政治化が進んでいた
と言えるだろう。もしも「壁寵社会」ということが言いうるとするならば，
それはこうした社会のありようを指しているのである。
　このような性差の役割分担と同時に興味深いことは，上に述べたような女
性の時間の使い方が，　　組織されているか否かに重要な相違があるとはい
え　　ドイツ労働運動の伝統的な要求，すなわち自由な時間を個人の精神的，
文化的な発展のために使う，ということに合致していることである。それは
明らかに，「経済の奇跡」の中で見られた西ドイツにおける消費社会の発展
が女性に及ぼした影響とは異なっていた。西ドイツの場合，簡単に言えば，
消費物質の購入を通じて女性は自らを物の操作主体，家族内での意志決定の
重要な担い手へと形成していった㈹。これに対してDDRの場合は，資料が
世論調査研究所の調査だけであり，確定的なことは言えないにせよ，女性の
時間の使い方のうちにはDDR社会が，消費生活の向上と共に余暇が拡大す
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る現代工業社会のどこにでも見られる傾向に沿いながらも，なお，古い労働
社会的な特徴，あるいはまた教養市民社会的な刻印を残す社会であることが，
現れているように思える。
　なぜ，DDRにおいては西ドイツのような発展がはっきりとは現れてこな
かったのか。言うまでもなく，耐久消費財購入までにかかる待機時間の長さ
に象徴されるような，DDR社会における生産力の低さに根本的な原因があっ
ただろう。党と国家の指導部が繰り返し労働生産性の向上によって初めて生
活の向上も望めると主張するのに対して，労働者は機械を新しくし，工場を
近代化し，きちんとした労働組織を作り，資材を用意するならば，労働生産
性は自ずと上がるとして，党と国家の指導部が繰り返す主張に激しく反発し
ていた㈹。労働者から見れば，党と国家の指導者の主張することは，まさし
く労働者から余暇を奪いとることに他ならなかったのである。余暇を巡る両
者のベクトルの相違は如何ともしがたいものがあったといえよう。
　しかしそれにしても何故，ドイツ労働運動の伝統がDDRに，特にその女
性に強く及んだのかという問題は残る。この問題の検討は今後の課題である
が，DDRでは女性にとっても労働は一種の社会的な「義務」ないしは「強
制」となっていたこと，しかしそうした労働を果たすことで逆に，余暇を積
極的に過ごす，つまり，余暇が労働運動に伝統的な意味での人間の「解放」
につながる可能性も生まれてくること，従って労働と余暇との関係が，単純
に両者を切り離せるような関係ではなかったことが，重要であろう6また余
暇を過ごすに当たっては保養所の利用等，休暇において労働組合の果たす役
割が大きいことなども検討のポイントとなるだろう。労働組合と休暇の関係
を見ていくならば，余暇の過ごし方の中にどのような歴史的な特徴が現れて
いるかということが，より鮮明に把握できるのではないだろうか。
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おわりに
　本稿で述べてきたことを，整理しておこう。
　これまで見てきたように，DDRにおいては国民の消費生活の向上が無視
されるということは決してなかったが，重工業を中心とした計画的な経済建
設という基本的な枠組みの中で，消費生活の発展は常に重大な制約を被って
きた。端的に言えば，消費財の生産は重工業の犠牲にされてきたのである。
それだけではなく，計画的に国民の必要とする消費財を供給するという発想
の裏には，国民の消費への欲求をコントロールしうるという想定が常にあっ
た。加えて，実際に商品が供給される際には，消費者の欲求への十分な配慮
がなされないことが珍しくはなかった。というよりも，自由な商品流通のも
とでの消費者による選好が欠如していたが故に，消費者の望むところを把握
する手段がなかったのである。女性団体，女性雑誌さらにはテレビ等は商
品流通や品質を監視する役割を一定程度果たしていたとはいえ，結局のとこ
ろそうした役割も，生産者や販売者に対して消費者の欲求に配慮するよう求
めることで終わっていた。言うまでもなく，それによっては消費財の不足は
一時的，個別的にしか解消されることがなかったのである。また，このよう
に消費者の欲求に応える術が十分ではなかったことだけではなく，外貨獲得
のために商品は国内にではなく，国外へと輸出され，それによっても消費物
資の不足は強められた。日常的な消費物質の場合，例えば常に不足していた
化繊の衣類，特にナイロン製の製品や，あるいは高級モードが輸出に回され
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ていたω。こうして国民の前には品不足，品揃えの悪さということが常態化
するのである。
　消費者の側から見た場合，物の不足はウルブリヒト時代を通じて，一貫し
てみられる状態であったが，物の不足という感じは西ドイツのとの比較を通
じて，また耐久消費財の購入に関連して特に顕著に感じられる不公平感によっ
て，絶えず消えることなく人々の意識の中に沈殿していった。そしてそのこ
とがまた，東ドイツの政策担当者の意識と行動を制約することにもなったの
である。とりわけ，新経済システムが導入される以前には，こうした物不足
感と実際の物不足は，人々の社会主義体制への支持，あるいは同調を制限し，
しばしば体制の安定を損ねることになった。まさに満たされない国民の消費
意欲は，支配政党にとっては危険な爆薬であったのである。ウルブリヒト時
代のDDRにおいて，1953年を別とすれば，何故この危険な爆発物の爆発を
押さえることが出来たのか。ソ連の存在という根本的な条件は別として，言
うまでもなく一つの理由は，SEDの指導者が国民の消費意欲を刺激するこ
と，その前提となる消費財の生産に力を一重工業をはじめとする基幹産業
に重点を置く経済政策の根本原則に手をつけることはないままに一注いだ
ことである。そのもっとも成功した例が新経済システムであった。そして
1950年代後半からの耐久消費財の普及拡大，さらには新経済システムの中
での消費生活の向上は，それによって物不足を解消することはなかったとは
いえ，それでも豊かな生活への人々の激しい渇望感は一定程度は和らげられ
たのである。同時に，そうした生活向上にも拘わらず存在した行列に象徴さ
れるような，独特の消費文化が形成されることにもなったのである。そして
このことが，不満の爆発を押さえるもう一つの原因となった。なぜなら，こ
の消費文化の中には物不足を補うような，人々による互助のネットワークの
形成が含まれていたからである。
　DDRの消費文化の中で見過ごすことの出来ない問題の一つは，それが男
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女の性差役割区分に対してさほどの違和感を持っていなかったように見える
ことである。戦後西ドイツにおける消費生活の発展は，一定の限度内ではあ
るが，女性の主体意識を強める方向に働いた。これに対してDDRの場合は，
女性の社会的な解放，男女の同権が言われながら，むしろ女性は二次的な存
在のままであった。様々な調査によれば，喧伝された「同一労働同一賃金」
という原則さえも満たされることはなかった。そのような不利な状況の中で，
働くことが「義務」でもあれば，社会的な「強制」でもあった女性にとって，
二重一多重負担を如何に処理していくかは，才幹の問題であった。これに対
して男性はいわば「オプション」としてのみ，この問題に関わったのである。
性差役割分業のこうしたあり方からして，少なくともウルブリヒト時代の
DDRは顕著に保守的な社会であったと言っても過言ではないだろう。
　この保守的な社会の中で，図5の行列に関する風刺画からもわかるように，
独特の消費文化は主として女性によって担われながら形成されてきた。この
消費文化の中での人々の行動は，まさに行列に対する人々の不満に表される
ように，絶えず「不足」を意識させたが，同時に，消費を支える様々な人間
関係を形成させることにもなった。人々はその中で初めて，物を買い込む喜
びを体験し，一定の消費水準の確保に成功したのである。その限りでこの人
間関係は社会の安定化要因もであった。
　ところで，性差役割分業が牢固に根を張ったDDRにおいて，余暇はまさ
に男性の事柄であった。ささやかな消費生活の発展は，二重一多重負担が当
然であった女性に対しては，決して十分な余暇を保証してはいなかったので
ある。女性の自由になる時間は一貫して男性の7割程度しかなかった②。だ
がそうであるからこそ，女性が余暇に関わるとき，それは男性との間に顕著
な相違を示していたのだろう。つまり女性は男性に比べれば，はるかに自分
自身の能力の開発，とりわけ知的能力の陶冶に余暇を充てたのである。こう
した傾向がDDR時代を通じて一貫したものであったことは，女性の高等教
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育への進学率の高さからも窺うことが出来る。更に，本稿では取り上げなかっ
たが，女性には男性とは異なる分野で余暇活動を行い，そこでの消費を示す
傾向が存在していたと言われる。例えばそれは，化粧品のような嗜好品の購
入や娯楽的活動，さらには裁縫のような伝統的な女性の趣味に向けられたの
である（3）。このような女性に独特の余暇の過ごし方があるとき，それは男女
の性差役割分業に対しては，一体どのような影響を及ぼしたのか。また最近
の研究は女性就労の拡大が性差役割分業にも影響を及ぼしていたことを明ら
かにしているが④，我々が見たように，男性でも家事や育児に参加するべき
と考えている男性が少なくなかったことは，このことを確認するものであろ
う。確かにいくつかの研究は，既に1960年代から余暇を利用した旅行が，
人々の視野に入ってきていることを示してはいたが（5）（図7参照），女性にとっ
て自由になる時間が乏しかったことを考えるならば，それはまだ先のことと
（出典）　Eulenspiegel，14　Jg．1967，　Nr．31，　S．14
　　　　　　　　図7　「テープレコーダーだったよ，お前」
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いっても誤りではないだろう。むしろ重要なことは，そのとき，ようやく緒
につき始めたばかりの余暇社会に見られた余暇への男女の関わりの相違が，
どのように変化するか，そのことが消費生活の発展の中での男女の関係に如
何に影響するかである。だが，この問題はホーネッカー時代に現れてくる問
題であり，従って，本稿の課題ではない。
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（2）　H．M．　Nickel，　a．a．0．，　S．245，　Tab．11．
（3）　LMerkel，　Utopie　und、Beduerfnis，　a．a．0．，　S．350f五
（4）　Leonore　Ansorg，》Irgendwie　war　da　eben　kein　System’drin《．　Struktur－
　　wande正und　Frauenerwerbstaetigkeit　in　der　Ost－Prignitz（1968－1989），　in：
　　Thomas　Lindenberger（Hg．），　Herγschaft　und　Eigen－Sinn　in　der　Diktatur
　　Studien　zur　Gese〃schaftsgeschich彪der　Dl）R，　Koeln，　Weimar，　Wien　1999，
　　S．75－118．
（5）　Gunhild　Fuhrmann，　Ferienscheck　und　Balaton．　Urlaub　und　Tourismus
　　in　den　1960　ern，　in：ルfl（F，1993，　H．33，　S．273f五
〔付記〕　本研究は平成12～14年度学術振興会科学研究費補助金基盤研究C（2）によ
　　　る研究成果の一部である。
138 N （890）
